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はじめに 

 

戸田市内の市民活動は、多種多様な分野で展開されていますが、ＮＰＯ法

人格を取得し活動を行っている団体数は２５団体※と少なく（平成 19 年１２

月 1 日現在）、多くはクラブやサークル的な任意団体として活動しているのが

現状です。 

その理由としては、会議等の活動できる場が少ないこと、情報の収集と発

信ができる環境が未整備であること、活動資金や人材の確保が困難なこと、

団体間が連携・協力できる機会や体制が不十分なことが挙げられます。 

しかしながら、公益的サービスを提供するなど、社会貢献活動を実施する

ボランティア・市民活動団体が着実に増加傾向にあったため、このような活

動に対する推進と支援が求められるようになりました。このような中、戸田

市市民活動推進員会（以下「本推進委員会」という）が設置されました。 

本推進委員会の目的は、戸田市市民活動懇話会（平成 14 年 8 月～平成 15

年 3 月）が策定した『戸田市市民活動推進基本方針』において提言されてい

る４つの重点施策（①活動拠点の整備、②情報ネットワークづくり、③市民

活動の活発化、④協働をすすめる体制の確立）を具現化することです。 

本推進委員会は、平成 15 年 8 月に発足し、２期・４年間を通じて、市民

活動の活発化や支援策など、市民活動の推進に向けた議論をしてきました。 

主な実績としては、市民活動先進地への視察、市民活動の活発化に向けた

講演会の開催、市民等へのアンケートの実施、情報紙の発行などを行いまし

た。 

また、重点施策の具現化にあたり、集中的な審議・検討が必要な際には、

各種専門部会を設置し、柔軟かつ多角的な視点から市民活動の活発化、協働

のあり方について検討・議論してきました。 

本提言書は、この４年にわたって議論・審議してきた内容をまとめ、４つ

の重点施策に対する具現化、今後の市民活動推進に向けての具体策について

提言するものです。本提言書が今後における戸田市のボランティア・市民活

動の発展に向けた参考となることを期待しております。 

なお、この提言書の作成にあたり、本委員会の前身であります戸田市市民

活動推進検討委員会、戸田市市民活動懇話会をはじめ、ボランティア・市民

活動団体の関係者、そして各専門部会の部会員の皆様に多大なご協力を頂き

ました。この場をお借りして、感謝申し上げます。 

 

 

 

                             
※ 埼玉県認証と内閣府認証（主たる事務所または従たる事務所として埼玉県戸田市に登録されている団

体）の NPO 法人の合計団体数である 
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１ 戸田市市民活動推進委員会の役割 

 

第１期戸田市市民活動推進委員会（平成 15 年 8 月～平成 17 年 8 月）お

よび第 2 期戸田市市民活動推進委員会（平成 17 年 12 月～平成 19 年 12

月）は、通算４年にわたり、市民活動の促進、行政との協働のあり方につい

て審議・検討を行って参りました。 

その具体的審議事項は、戸田市市民活動懇話会（平成 14 年 8 月～平成 15

年 3 月）によりとりまとめられた『戸田市市民活動推進基本方針』の「市民・

市民活動団体・市が協働で促進する重点施策」です。 

この中では、４つの重点施策が掲げられており、１つ目は「活動拠点の整備」、

２つ目は「情報ネットワークづくり」、３つ目は「市民活動の活発化」、４つ

目は「協働をすすめる体制の確立」となっています。 

 

以上の４つの重点施策のうち、１つ目の「活動拠点の整備」については、

平成 18 年 7 月に『戸田市ボランティア・市民活動支援センター』（以下「支

援センター」という。）がオープンすることにより一定の成果を得ることがで

きました。 

２つ目の「情報ネットワークづくり」については、平成 17 年 4 月に『戸

田市民活動支援サイト』（以下「支援サイト」という。）が開設されるに至り

ました。同サイトは、支援センター開設後には支援センターの公式ホームペ

ージとして位置づけられ、今に至っています。 

このように、活動拠点の整備と情報ネットワークづくりに関しては、第１

期戸田市市民活動推進委員会と各専門部会の働きにより、ハード面では一定

の成果を得ましたが、これらを活用するための組織体系等ソフト面の整備が

課題となっており、第２期戸田市市民活動推進委員会での審議事項となりま

した。 

３つ目の「市民活動の活発化」については、助成金や基金、ボランティア

保険など、市民活動を資金面でサポートする方策について、他の自治体の事

例を調査すると共に、今後の展望について話し合われました。 

４つ目の「協働をすすめる体制の確立」については、支援センターが協働

の推進役となり、行政と市民活動団体との協働による事業を創出する仕組み

について検討しました。 

本推進委員会の解散後、本推進委員会が担ってきた戸田市の市民活動推進

のための事項を審議する役割を、どのような組織が担うのかについても、重

要な議題となりましたが、本推進委員会解散後は、市民活動にかかわる審議

については基本的に戸田市ボランティア・市民活動支援センター運営委員会

（以下「センター運営委員会」という。）に委ねるという結論に至りました。

今後、支援センターが市民活動の拠点として定着し、市民社会形成の一助を

担うことを期待したいと思います。 



  第 1 章 前提条件の整理 

2 

 

２ 戸田市市民活動推進基本方針の概要 

 

 本推進委員会での審議の前提となった、『戸田市市民活動推進基本方針』に

おいて掲げられた「市民活動推進の基本理念と目標」及び「市民・市民活動

団体・市が協働で促進する重点施策」の内容は、次の通りです。 

 

２.１ 市民活動推進の基本理念と目標 

 

（１）基本理念 

行政が、市民活動団体の自主的かつ主体的な活動を支援し、市民活動団体・

企業・行政がパートナーシップを構築することにより、人々の暮らしを支え、

人と人、人と自然との生き生きとした豊かで住みよい社会の実現を目指しま

す。 

 

①基盤整備の促進 

市民活動団体は、自発的に様々な問題や市民ニーズをとらえ、迅速な対応を

するなど、新たな公益的サービスの担い手として成長してきています。 

しかし、まだ情報収集・活動場所・活動資金など、活動のための基盤が弱く、

行政からの支援が必要と思われることから、活動の促進に向けた基盤の整備

が必要です。 

 

②パートナーシップの促進 

市民活動団体・企業・行政が、目的を共有し力をあわせることにより、多様

な公益的サービスを生み出すことができます。パートナーシップの促進にあ

たっては、相互理解、目標の共有化、対等性、自主性・自立性の尊重などの

原則に基づき、関係を築いていくことが大切です。 

 

 

（２）基本目標 

 

 市民活動が市民にとって身近で継続的な活動として広がり、行政等の支

援・協力により社会的に承認され定着していくには、市は次のような取り組

みが必要となります。 

 

① 市民活動が継続的に行えるための基盤づくり 

② ネットワークのためのパートナーシップの形成 
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 2.２ 市民活動推進のための４つの重点施策 

 

（１）情報ネットワークづくり 

市民活動に関する情報を結ぶネットワークづくりにおいては、様々な広報媒

体を活用することが重要です。活動状況や事業内容、ボランティア募集、紹

介等を掲載し、それを見ればいつでも誰もが最新の情報を得ることができ、

活動に参加するきっかけづくりとなります。 

市民活動団体にとって、情報は活動のための重要な資源であり、自ら情報を

収集・発信しながら、ネットワークづくりの主体となっていくことが大切で

す。 

また、市はネットワークづくりへの支援として、市民活動をＰＲしたり、市

民と市民活動団体を結びつける機会をつくり、ネットワーク形成のためのき

っかけづくりなどをしていくことが必要です。そして、情報の信頼性を確保

することも重要な役割となります。 

なお、施設としての活動拠点を整備する際には、情報の収集・発信の拠点と

しての位置づけにも十分に配慮することが大切です。 

 

（２）活動拠点の整備 

市内で活動する団体は数多くあるものの、活動領域が異なる分野の団体が交

流・連携することが少ないように見受けられます。市民活動が発展していく

ためには、各団体の連携が必要であり、お互いに情報の交換を行ったり、活

動の場を共有できるような活動の拠点が必要です。そこでは、誰もが活動の

ために自由に利用できるような形態を整え、オープンスペース、パソコン、

印刷機、ロッカー、メールボックス等が用意されていることや、情報の収集・

発信機能、相談機能、ネットワーキング機能を整えたものが考えられます。 

施設としては、既存の公的施設の活用や、新しく建設される施設の一部利用

等、市側の整備が必要ですが、運営方法は市民活動団体自らが主体となって

運営していけるような体制づくりが望まれます。 

 

（３）協働をすすめる体制の確立 

協働を促進するためには、市の政策立案・事業計画への市民参画を進めると

ともに、会議録の公開や広く市民の意見を募集するなど、開かれた市政を推

進していくことが大切です。また、市民・市民活動団体が実施する事業の共

催や後援をしたり、事業委託を進めるなど、協働事業を創り出していくこと

が必要です。 

なお、市の基本姿勢として行政全体が協働の促進に取り組んでいけるよう、

庁内の推進体制を充実し、連絡調整機能を持った組織づくりをしていくこと

が必要です。 

さらには、市民活動の推進やパートナーシップの促進等の事業について評価

する市民と行政の合議組織づくりを目指し、評価体制を確立していくことも

今後重要となります。 
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（４）市民活動の活発化 

市民活動団体にとって、活動を活発化していくには、資金の確保が重要な課

題となります。会費や寄付、事業収入、民間団体からの助成金などに加え、

市からの資金的な援助を望んでいます。 

そこで、市においては、資金等の助成、融資、税の減免、市民活動保険制度

などについて検討していく必要があります。 

また、市民活動を活発化し、活動を支えるシステムの例として、地域通貨が

最近注目されています。地域通貨は、一定の地域や仲間内で、値段の付けづ

らい手助けや環境、福祉、教育、文化などに関するやりとりをした際のお礼

として使われるエコマネーや、ＬＥＴＳ（地域交換取引制度）、タイムダラー

などの事例があります。 

地域通貨によって、市民が無理なく社会に貢献する機会が得られたり、地域

の人的な交流を促進したり、市民活動を活発化していくことが期待できます。 

なお、地域通貨の運用にあたっては、目的を明確にした上で、市民活動団体

などが主体となった組織で運営することが望ましく、市は情報の提供やきっ

かけづくりなどの役割を果たすことが大切です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域通貨とは 
 

ある特定の地域内で、現行の法定通貨では表現することが困難な社会

的価値、あるいはコミュニティ独自の価値を交換・流通させるための媒

体です。地域通貨は、ボランティア活動等の対価として受け取ったもの

は自分が人にサービスを頼むときに使うことができます。 

地域通貨は、市民同士の助け合いや思いやりの気持ちを大切にしてい

くものです。 
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３ 市民活動の概念 

 

『戸田市市民活動推進基本方針』においては、「市民活動」とは「不特定か

つ多数のものの利益の増進を目的とし、市民が主体となって社会的な課題の

解決に取り組む、営利を目的としない活動」をいうと定義されています。 

また、「市民活動団体」については、「任意の市民活動団体やボランティア

団体、NPO 法人」を対象とするものとしています。 

しかしながら、本推進委員会においては、市民活動団体を以下のように位

置づけ、様々な市民活動団体に対し、幅広い支援を検討するものとします。 

 

○「市民活動団体」とは 

 本推進委員会における「市民活動団体」とは、特定非営利活動法人（NPO

法人）、NPO 法人格を持たない任意の市民活動団体、ボランティア団体のほ

か、社団法人などの公益法人、同窓会・文化クラブ・スポーツクラブなどの

共益団体、社会貢献を目的とする組合、町会、自治会、子ども会などの地域

団体なども含むものとします。 

また、企業の社会貢献についても市民活動と考えます。 

すなわち、営利を目的としない社会貢献活動にかかわる市民による活動を

「市民活動」とし、組織形態にかかわらず、「市民活動」を行う団体を「市民

活動団体」と考えます。 

ただし、宗教活動や政治活動を主たる目的とするものは、対象から除きま

す。 
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1 これまでの経緯 

 

市民活動の活発化を支援するための情報ネットワークづくりに関しては、第

１期戸田市市民活動推進委員会において審議し、「インターネットを利用した

双方向型の市民活動支援・統合サイトを構築する」ことが決定され、構築後

は『戸田市民活動支援サイト』として運用されました。 

ただし、支援サイトの構築にあたっては、情報・ＩＴ技術に関する専門知識

が求められるため、公募等による市民からなる戸田市市民活動支援・統合サ

イト専門部会（任期：平成 16 年 5 月～平成 17 年 5 月）を設置することと

し、支援サイトの構築にあたっては同サイト専門部会が専門的かつ集中的な

審議を行いました。 

なお、同サイト専門部会における審議内容は、システム設計、支援サイトの

管理運営やその他支援サイトに関して必要な事項です。 

 

支援サイトの構築作業の過程につきましては、同サイト専門部会において、

そのアウトラインや有すべき機能などについて専門的かつ多角的な観点から

審議を重ね、支援サイト構築にあたっての仕様書を作成しました。 

なお、支援サイトの構築時には、ＩＴ企業数社からの企画提案があったため、

その選定にあたってはプレゼンテーション形式を採用し、各社のシステムを

比較検討しました。 

その結果、旭化成㈱の『元気３６５』のシステムを利用したサイト構築を実

施することが決定されました。 

なお、支援サイトが構築されるまでの構築と管理、構築後の管理運営は市内

のＮＰＯ法人に委託しました。 

そして、平成 17 年 4 月に支援サイトの一般公開に至りました。 

 

支援センターホームページの機能 

市民や市民活動団体（ＮＰＯ）が、自らの活動状況やイベント情報を

発信することができ、かつ助成金や他団体の活動状況などを収集するこ

ともできます。このような双方向性を利用することによって、情報の共

有化を図り、ボランティア・市民活動の活発化を支援します。 

主な機能としては、市民活動団体相互の意見交換ができる掲示板機能、

助成金・講習会・イベントなどの情報掲載機能のほか、団体内の会員同

士が連絡できる団体内メッセージ機能もあります。メッセージ機能につ

いては、メールアドレスを持っていない人でも情報のやりとりをするこ

とができます。 
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 サイト構築後は、ボランティア・市民活動団体の方々が活発に利用できる

ようなコンテンツの充実を図るとともに、円滑で安全かつ適正な利用環境を

整備するための審議機関として、戸田市民活動支援サイト部会（任期：平成

17 年 7 月～平成 19 年 7 月）を設置しました。 

同部会の主な役割としては、支援サイト管理運営業務委託事業者（ＮＰＯ法

人）に対して、支援サイトの運用・管理状況（登録団体の管理、掲載内容の

管理など）を確認し、問題点が発生した場合には審議することが挙げられま

した。そして、その際に得られた経験と知識を蓄積することによって、今後

の支援サイト運用のためのマニュアルの作成を行い、平成 19 年 7 月に支援

サイト管理運営における操作マニュアルと、支援サイトの利用における基準

等を定めた運用マニュアルを完成させました。 

この作業完了をもって、同サイト部会が担ってきた機能をセンター運営委員

会に移行し、発展的解散をしました。 

なお、これまで同基本方針に掲げる４つの重点施策のうち、最先行して構

築された支援サイトですが、平成 18 年 7 月に拠点施設が整備されたことに

伴い、拠点施設と連携しながら情報ネットワークづくりを促進することによ

って、ボランティア・市民活動の活発化に向けた相乗効果を目指し、拠点施

設のホームページとして移行し、現在に至っています。 

 

 

トップページの画面 
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2 今後の課題 

 

2.1 支援センターホームページ利用者の拡大  

 

 支援センターホームページを利用する方は徐々にではありますが、増加傾

向にあります。しかし、登録団体数や一日あたりの平均アクセス数が１００

件を超えていないことを鑑みますと、必ずしも多くの市民に周知され、活発

に利用されているとは言えない状況にあります。 

本推進委員会においては、ボランティア・市民活動を行う方々が、支援セ

ンターホームページの便利な機能を活用し、有益な情報を得、また発信出来

るようにするための方策について審議を重ねてきました。 

そして、サイト上における技術面については、カテゴリーごとに特集記事

を掲載できるようにするなどの改善を図ってきました。 

今後は、サイト上のコンテンツの充実とともに、支援センターホームペー

ジのＰＲに努める必要があります。 

また、これに関連して、市・支援センター・サイト管理運営業務委託業者

による良好な協力・連携関係を継続しながら、支援センターホームページの

利用促進を積極的かつ主導的に実施するための組織づくりも重要な課題にな

ると思われます。 

 

 ホームページの利用促進にあたって、本推進委員会において審議をしたと

ころ、次のようなアイデアが提出されました。 

 

 『toco バス』などの公共の交通機関や施設への広告掲載 

 『広報戸田市』に掲載依頼した団体に対し、ホームページへの情報提供も働

きかけるとともに、同ホームページへの登録・掲示板利用を図る。 

 市内の公民館所属団体への登録・掲示板利用を働きかける。 

 町会・自治会や商工会との連携を図り、地域におけるコミュニティや経済情

報の発信・収集に努める。 
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2.2 市・支援センター・サイト管理運営業務委託業者の役割分担と調整 

 

利用者に繰り返し訪れてもらえるようなホームページづくりのためには、

常に最新情報の提供に心がけることはもちろんのこと、定期的にデザインを

更新することにより利用者の注目を集めたり、利用者にとって使いにくい点

を改善したりする必要があります。 

 

このため、同サイト部会は、ウェブサイトを利用した情報掲載基準や運用

についての審議のほか、このような技術面における改善策の検討と実施を担

ってきました。同サイト部会解散後においては、技術的な問題については、

市・サイト管理運営業務委託業者・システム提供業者の３者において対応す

るものとし、管理運営に関する方針や運用基準の審議・決定については、セ

ンター運営委員会がその任を担うことになりました。 

 

しかしながら、センター運営委員会の開催頻度は月１回であるため、支援

センターホームページの管理運営について、専門的な知識をもって迅速に課

題の解決に当たるためには、現状の体制は必ずしも最適であるとは言えませ

ん。 

 

したがって、円滑かつ迅速な対応を行うことが出来るよう、支援センター

ホームページの管理運営については、現体制の見直しを検討する必要があり

ます。 

その際、市・支援センター・サイト管理運営業務委託業者の３者は、それ

ぞれの役割分担とその権限及び責任の所在を明確にする必要があります。 

 

なお、本推進委員会では、支援サイトが支援センターの有する機能の１つ

と位置づけられた以上、支援センターホームページに関する事項の最高意思

決定機関としての機能はセンター運営委員会が担うべきとの意見と、支援セ

ンターが市の直轄事業である以上、より積極的に同ホームページを運用する

ためには、市民活動団体へ大幅に権限を移譲したほうが良いとの意見が出さ

れました。 
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2.3 支援センターホームページと企業との連携 

 

 ボランティア・市民活動を活発化させるための方法の１つとして、企業に

おける社会貢献活動の活用が挙げられています。企業においては、年々、地

域に対する企業利益の還元が活発になっており、昨今では助成金制度の設立

や地域活動への参加など、企業の持つ資金力と行動力に注目が集まっていま

す。 

このように、営利目的ではなく、社会貢献を目的とする活動を行う企業と

の連携について、今後は積極的に検討していく必要があると考えられます。 

また、これまでは「ボランティア・市民活動は無報酬」との考えが一般的

でしたが、ボランティア・市民活動が持つ可能性が期待されている状況にお

いて、地域経済の発展に繋がる活動も「市民活動」として認知されるように

なりました。そして、特定非営利活動促進法の整備によって、市民活動団体

が収益事業を行うことが広く一般に認められるところとなり、ボランティ

ア・市民活動の活発化と地域経済活動の活性化は密接な関係になりつつあり

ます。 

このような観点から、地域の飲食店や商店におけるセール情報などを支援

センターホームページに掲載することも適切と考えられ、これにより、地域

の経済活動は活性化し、同ホームページの利用者は増加するものと期待され

ます。 

しかしながら、支援センターホームページは、ボランティア・市民活動を

支援するための公的ウェブサイトであるという性格上、情報掲載における公

平性・公益性などを勘案しながら、慎重に対応していく必要があり、今後の

課題となっています。 

 また、支援センターホームページへの広告掲載についても、同ホームペー

ジの認知度が依然低いことや、同ホームページへの掲載によって得られた収

益がそのままボランティア・市民活動の活発化に向けた事業費として活用で

きないことから、やはり今後の課題となっています。 

 

したがって、次項については、センター運営委員会において、引き続き審

議検討されることが望まれます。 

 

 市内に立地している企業等の情報掲載のあり方 

 支援センターホームページ上における有料広告（バナー広告）掲載のあり方 
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2.4 広範な情報ネットワークの形成 

 

 情報ネットワークづくりの柱であるサイト構築については、一定の成果を

得ることはできましたが、全ての市民が日常的にインターネットを利用する

状況には至っていません。 

このため、支援センターホームページの活用だけではなく、従来的な情報

伝達手段についても更なる積極的な活用が求められます。 

この従来的な情報伝達手段には、紙媒体である情報紙や、情報ネットワー

クの基礎である、「人と人との直接的な交流」が挙げられます。 

 

（１）既存の情報紙の活用と、支援センター独自の情報紙の発行 

 紙媒体である情報紙に、市で年１回発行している『ＴＯＭＯ』があります。

今後は、支援センター独自の情報紙として位置づけ、この発行回数を増やす

ことなどを検討する必要があると思われます。 

また、『ＴＯＭＯ』以外の情報紙に、市内にほぼ全戸配布されているため、

強力な情報伝達力を有する『広報戸田市』や戸田市社会福祉協議会（以下「社

協」という。）が発行する『ボランティアセンターだより』などがあります。

そのほか、各市民活動団体が独自に情報紙を発行している場合もあります。 

今後においては、個別に発信されていた既存の情報紙と支援センターとの

連携と協力関係の構築に努め、ボランティア・市民活動に関する情報の発信

を活発化していくことが必要と思われます。 

 

（２）支援センターのコーディネート機能の充実と、より広範な情報ネットワ

ークの構築 

 人と人との直接的な交流については、「活動と交流ができる場」と「情報の

発信と収集のできる場」として整備された支援センターに大きな期待が寄せ

られています。 

 支援センターにおいては、情報掲示板や団体情報ファイルなどの基本デー

タ類の充実を図る一方、人と人、団体と団体を繋げるためのコーディネート

機能も充実させる必要があります。そして、コーディネート業務ができる人

材の確保と育成が大きな課題となっています。 

今後、人・物・情報を有機的に繋げ、より広範な情報ネットワークを形成

していくためには、支援センターのスタッフによる積極的な活動が期待され

ます。 

 



   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 活動拠点の整備 
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１ これまでの経緯 

 

第１期戸田市市民活動推進委員会では、活動拠点の整備に当たって、「市民

活動を行う拠点施設として、どのような物品が必要か、どのようなサービス

提供が必要か」などの審議を行いましたが、拠点施設の整備については、よ

り綿密な審議が必要であると判断し、公募等による市民からなる戸田市市民

活動拠点施設専門部会（平成 16 年 9 月～平成 18 年３月）を設置しました。

この専門部会では、市民活動経験者をはじめとする多くの方からの意見や、

先進地視察を通じて得られた好例などを参考にしながら、集中的かつ専門的

な審議を行い、この成果として、『戸田市市民活動拠点施設専門部会答申書』

を作成し、平成１８年３月３０日に市長へ答申書として提出しました。 

平成 18 年７月１日に、市民・社協・市による３者共同運営による『戸田市

ボランティア・市民活動支援センター』がオープンしました。 

なお、詳細については、参考資料１（４８ページ）をご参照ください。 

 

戸田市ボランティア・市民活動支援センター 

 

 

『戸田市ボランティア・市民活動支援センター』は、ボランティア・

市民活動に関する情報収集・発信の場に加え、人的交流の場すなわちボ

ランティア・市民活動団体間のコミュニティの場として広く提供するも

のです。 

支援センター内には、会議室、パソコン、印刷機など作業に必要な機

器類が整備されており、センタースタッフが、市民活動に必要な情報提

供やボランティアコーディネート業務等のさまざまな相談に対応しサ

ポートをいたします。 

また、支援センター内には、キッズコーナーや授乳室も整備されてい

るので、小さなお子様をお持ちの方でも気兼ねなくボランティア・市民

活動に携わることができます。 
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２ 支援センターの役割 

 

ハード面としての支援センターは設置されたものの、支援センターが地域コ

ミュニティにおいてどのような役割を担い、人的にどのようなサービスを提

供するのかといった、ソフト面の問題に関しては、多様なあり方が期待され

る一方で、一致した目的設定がなされてきませんでした。 

このような課題に対処し、あるべき支援センターの姿の参考とするために、

本推進委員会では毎年他の自治体のコミュニティセンター施設等の視察を行

ってきました。 

 

平成１５年度に視察しました鎌倉市の『鎌倉市市民活動センター（NPO セ

ンター鎌倉）』では、公設市民運営による市民主導による運営を行っています。

運営主体である市民は、市内の市民活動団体の代表者が集まって NPO 法人を

組織し、運営に携わっています。また、独自の活動助成金を設けており、『NPO

支援かまくらファンド』を運用しています。 

 

平成１６年度に視察しました我孫子市の『我孫子市ボランティアセンター』

（現あびこ市民活動ステーション）では、市民・社協・市の 3 者共同運営を

行っており、また補助金の全面的な見直し（市民審査）、ボランティア保険の

整備（市が負担、市民は無料）を先進的に推進しています。 

 

平成１７年度に視察しました『川口ボランティアサポートステーション』

（現かわぐち市民パートナーステーション）では、市直営方式の運営を行っ

ています。助成金制度を設けているほか、各種のイベントの企画立案、そし

て実施に至るまで、市職員が直接的に携わっています。 

 

平成 18 年度には、助成金制度やボランティア保険制度が整えられ指定管理

者制度の適用を受けている、『かわさき市民活動センター』を視察しました。

同センターでは常勤で 20 余名のスタッフがおり、市民記者や市民防災リー

ダーを育てるための研修会などを定期的に開催しています。 

 

上記の視察を踏まえて、本市に適した、気持ちの通い合うような支援センタ

ーのあり方を模索すべきである旨が話し合われました。その結果、本推進委

員会で提案された支援センターのあり方に関する方向性は、次のようにまと

められます。 
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■戸田市ボランティア・市民活動支援センターの活動内容 

 
 

 支援センターは中間支援組織として、 

行政と市民・市民団体との間にたって協働を支援し、 

また、市民活動団体の活動を支援するものです。 

 

その役割は、 

 行政と市民活動団体との協働を助け見守ることです。 

 市民と市民活動団体へ行政の縦割りを越えた情報提供を行うことです。 

 市民活動団体運営に関わる相談受付窓口となることです。 

 市民活動団体の活動や情報発信を支援することです。 

 人的交流の機会を広げることです。 

 

具体的には次のような活動を行っていきます。 

 市民活動団体からの相談を受け、協働に関する市との協議の場を取り 

持ちます。 

 市民活動団体と市との協働事業の結果報告を受け、その情報を開示し、 

市民の意見を募集し市へ伝えます。 

 市の関係各課へ積極的に働きかけ、市民活動に関わる情報提供を促し、 

市民および市民団体へ紹介します。 

 市民活動団体運営に関わる相談を受け、市などの支援策に関する情報を 

提供し専門家による対応を実現します。 

また支援体系を整備するため、市に働きかけます。 

 市民活動の後援等を行います。 

 市民サロンなどのイベントを企画し団体間の交流を推進します。 

 市民向けの講座やシンポジウムなどを開催し、市民が市民活動に関わる 

きっかけ作りをします。 

 支援サイトや市民活動情報紙「ＴＯＭＯ」を活用し、市民活動団体情報を

発信します。 

 助成金など活動資金支援情報を提供し、市民活動の活発化を促します。 

 

○ センタースタッフは、 

このような活動を互いに報告・連絡・相談しながら、自ら積極的に実行

する「協働コーディネーター」「市民活動コーディネーター」です。 

○ センタースタッフは、 

このような活動を可能とするため情報収集や自らの技能向上に努め、 

市はスタッフへの研修機会の提供等を通じてこれを援助します。 
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３ 支援センターの組織体制 

 

３.１ 支援センターの組織体制の整備 

 

支援センターは現在「市民・社協・市」の「3者共同」による運営体制をと

っており、その意思決定機関は『戸田市ボランティア・市民活動支援センタ

ー運営委員会』が担っています。しかしながら、支援センターの運営に関す

る意思決定に支援センターに登録している個人とセンター登録団体の意見が

反映される仕組みは、十分に整っているとはいえない状況にあります。 

一方、センター運営委員会が決定した事項の実施主体は、センタースタッ

フであることから、センター運営委員会とセンタースタッフとの連絡や意思

統一が必要になります。しかしながら、月１回程度審議されるのみである委

員会組織がセンタースタッフの指示系統として十分機能することは難しく、

さらに、センタースタッフは「社会福祉協議会」「ＮＰＯ法人」「サポートス

タッフ」のそれぞれから構成されていることから、センタースタッフ内の指

示系統も不明瞭であることが問題として挙げられています。 

 

したがって、今後支援センターが、利用者であり市民活動の担い手である

市民活動団体等の意見を反映し、目標に沿って合理的かつ効率的な事業展開

をしていくためには、 

(ア)支援センター運営に関わる市民の核となる組織の組織化 

(イ)センター運営委員会とセンタースタッフとの責任分担の明確化 

(ウ)センタースタッフの人員配置・勤務体系の見直し 

について検討する必要があると考えられます。 

 

これらについて、本推進委員会で審議された内容は以下のようにまとめら

れます。 

 

（１）支援センター運営に関わる市民の核となる組織の組織化 

支援センター運営に関わる“市民”の核となる組織を形成するため、支援

センターに登録している個人と支援センター登録団体による「協議会」を設

けることを提案します。 

協議会の会員（市民活動団体等）は、支援センターの運営に主体的に関わ

るものとし、センター運営委員会（定例審議会）の委員は、協議会から意見

や要望を汲み取り審議を行うものと考えます。 
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（２）センター運営委員会とセンタースタッフとの責任分担の明確化 

センター運営委員会は、支援センターの意思決定機関であり、センタース

タッフより提出された議題の審議や事業計画の策定を行うものです。 

一方、センタースタッフは、センター運営委員会の指示・監督の下、庁内

連携体制の推進・市民活動支援の実践を行うものと考えられます。 

この関係を円滑にするためには、支援センターがセンター運営委員会(定例

審議会)に対し、報告および議案提出を行うことが有効であると考えられます。 

なお、定例審議会の負担を軽減するため、特定の事項（たとえば、庁内横

断的な協働事業の推進や助成金制度、保険制度など）に関する審議は、セン

ター運営委員会(定例審議会)の判断により、センター運営委員会の専門部会を

設けて審議することが出来る組織体制の整備も必要と考えられます。 

 

（３）センタースタッフの人員配置・勤務体系の見直し 

センタースタッフには、市民活動に関する深い知識と経験を有することや

「自らが考え、行動すること」が求められます。したがって、優秀な人材を

確保・育成してゆくことが必要です。このためには、スタッフの人員数や勤

務体制を再検討することが必要と思われます。 

具体的な提案としては、以下の事項が挙げられます。 

 

 センタースタッフの勤務体系を現在より常勤に近いものとします。 

 センタースタッフに対し、社協は人材やノウハウを提供し、市は予算を実行

することにより人材育成を支援するものとします。 

 センタースタッフを、市民活動団体を支援する役割を主に担う「市民活動コ

ーディネーター」として位置づけ、各人が担当する市民活動分野などを定め

ます。これにより、「市民活動コーディネーター」が、担当分野における明

確な権限を与えられ、目標に沿って自主的に行動できるよう、体制を整える

ものとします。 

 センタースタッフの中に、市と市民活動団体との協働を推進する役割を主に

担う「協働コーディネーター」の職務を新たに設けます。「協働コーディネ

ーター」は、リーダーを助け、「市民活動コーディネーター」と協力して職

務を遂行するものとします。 

 

以上に述べられた支援センターの組織体制について、簡略に示した図３－

１を次頁に記します。 
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図３－１ 支援センター組織図 
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３.２ 将来の運営体制 

 

『戸田市経営改革プラン～第4次行政改革～』において、支援センターは、

平成２２年度指定管理者制度導入を目指す施設として位置づけられています。

しかしながら、現在の支援センターは組織として十分に成熟しているとは言

いがたく、2年後に市民主体の組織として指定管理を受託することは困難であ

ると考えられます。 

一方、市において市民活動に資する人材を育成することの重要性を鑑みれ

ば、支援センターの指定管理受託団体は現在の支援センターの延長線上に組

織されることが強く望まれます。 

支援センターは、独自に収益を上げるタイプの施設でないことや、少なく

とも現在においては一施設しかなく、市の指導の基準となる施設が別に存在

しないこと等をあわせ考えると、必ずしも指定管理者制度適用にこだわらず、

現在の３者共同による運営体制を継続しつつ、組織や人材の熟成を待つこと

も選択肢の一つと考えられます。 

いずれにしましても、指定管理者制度の導入にあたっては、現在の運営体

制との比較において、双方におけるメリット・デメリットを十分に勘案した

上で判断する必要があり、当面は、「３者共同」による運営体制を継続するこ

とが適切と思われます。 
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３.３ 支援センターホームページおよび地域通貨の運営と支援センター 

 

支援センターの運営を現在の３者共同運営で継続した場合、市の直轄機関

であることから、収益性のある事業の運営を積極的に進めにくいところがあ

ります。 

したがって、地域通貨や支援センターホームページのように、広告掲載や

企業との連携により独自の事業収益を上げることが出来ると考えられる事業

については、柔軟性や積極性をもって運営できるよう市民活動団体に事業運

営の全て、あるいは一部を任せることが適切と考えられます。 

このような事業については、協働委託事業として市民活動団体へ委託し、

市民活動団体に適正な委託費を支払うことが大切です。協働委託事業を任せ

ることのできる市民活動団体の不足も懸念されますが、人材支援を行うなど

により、自主事業を行うことの出来る市民活動団体を育成することも重要で

す。 

 

一方で、地域通貨や支援センターホームページについては、支援センター

の直轄事業として運用すべきであるとの見方もあります。 

地域通貨は、善意のサービスの交換に利用されることがその第一目的とい

えますが、お手伝いの提供者と需要者とのマッチングが、現在、地域通貨の

運用にとって大きな課題となっており、支援センターがそのマッチング機能

を担うよう期待されています。 

 

いずれにせよ、地域通貨と支援センターホームページは、その連携により

様々なコミュニティビジネスを創出する可能性を秘めており、積極的な運用

のための仕組みをいかに整えるべきか、以下のような項目を検討し、議論を

深めてゆくことが必要です。 

 

 センタースタッフが、ボランティアの人材登録情報を管理し、ボランティア

を必要としている人から活動の依頼を受け、ボランティアに情報伝達する

役割を担うとした場合の具体化方策。 

 ホームページの既存システム（サービス欄、掲示板、特集、マッチングシス

テム等）を活用したマッチングの活性化方策。 
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１ 協働をすすめることの意義 

 

市民生活に必要な「公共サービス」は、近年では主に行政と企業が担って

きました。しかしながら、均等なサービスの提供が求められる行政と利益を

追求すべき企業だけでは、複雑化・個別化する課題に迅速に対応することが

困難であることが明らかになってきました。 

行政が行ってきた「公共」の仕事には、個人情報や公権力にかかわるなど

の理由から、行政が行政のみで行うべき仕事もありますが、市民との協働に

より実施した方が、市民の需要により的確に応えることができ、効率的な成

果が上げられると考えられる仕事もあります。 

とりわけ高齢化社会の進展に伴い、行政だけでは担いきれないサービスが

増加している福祉分野では、その担い手として、市民活動団体に期待がかけ

られています。 

また、近年公共事業の是非をめぐり、市民の需要と行政によって提供され

るサービスの間のギャップが問題視されるようになったことから、市民との

協働により市政を進めることにより、このギャップが埋められ、市民の市民

による市民のための市政が実現されるものと期待されています。 

そのほか、団塊世代の退職に伴い、シニアの地域社会での活動の場を早急

に整える必要があることや、新たに転入された住民の地域社会への定着、災

害対策といったコミュニティ課題を解決するためにも、市民活動団体と市と

の協働が求められています。 

 

このような社会的背景から、本推進委員会では、市民活動団体と市との協

働をすすめるための枠組みを検討してきました。 

 

市民活動団体と市とが、共通課題解決に向け協働することにより、それぞ

れが保有する資源が効果的に投入・活用され、市民ニーズにきめ細かく対応

した公共サービス（市民サービス）の提供が可能となること、そして、同時

に市民活動団体の活動がより活発なものとなり、市民が‘わがまち’として

の愛着を覚える魅力的な地域社会の形成に結びつくことを期待します。 
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2 協働をすすめるためのルール 

 

協働の形態の一つに「協働事業」があります。市民活動団体の創意工夫を

市政に活かし、市民の目線を大切にしたサービスを提供するため、近年市民

活動団体との協働事業は、行政において重要な役割を占めるようになって来

ています。 

一方、市民活動団体と市の双方とも、協働事業を行うということだけで満

足してしまうと、サービスの受け手である第三者が協働の成果をどう評価し

ているかという視点を失い、自己満足に陥るおそれもあります。 

 

したがって、市民活動団体と市とが協働事業をすすめるにあたっては、「協

働をすすめるためのルール（＝約束）」を定め、市民活動団体、支援センター、

市の各々がそれぞれ自分を律すると共に、市が市民活動団体との協働事業を

推進する際の前提条件とし、又、事業実施後の自己・客観評価の基準とする

ことが提案されます。 

 

なお、この「協働をすすめるためのルール」の内容については、センター

運営委員会が最終的に決定し、共通認識をもとに、市の各部署において、よ

り積極的な運用を図ることが期待されます。 
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資料４－１ 協働をすすめるためのルール（案） 

 

① 目的・目標の共有 

市と、市民活動団体とは、サービスの受け手である市民の利益を常に考慮

し、何のために協働するのかという「目的」と、事業の最終成果の「目標」

を明確にした上で協働をすすめます。 

 

② 公平性の確保 

市と支援センターは、参加機会の平等に留意し、新しく市民活動に参加し

ようとする市民や市民活動団体が入りやすい体制・環境を作るよう配慮しま

す。また、特定の市民活動団体のみが優遇されたり、特定の分野や範囲に偏

ったりしないよう配慮して協働事業をすすめます。 

 

③ 公正性・透明性の確保 

市と支援センター、そして市民活動団体は、公金を使用する場合、市民全

体に対する説明責任を果たす義務があることを熟慮し、適正な事業計画の策

定、会計処理、事業報告を行います。 

 

④ 公共の福祉の増進 

 市と支援センターは、公共の福祉の視点から地域社会に必要とされている

事業を優先的・積極的に進めます。 

 

⑤ 相互理解 

 市と市民活動団体は、互いの立場や役割を尊重し、対話により、相互理解

の促進と相互の信頼関係の形成に努めます。 

支援センターは、市と市民活動団体との相互理解の助け手となるよう努力

します。 

 

⑥ パートナーシップの醸成 

 市と市民活動団体とは、委託や補助などの形態に関わらず、互いに協力し

合うパートナーとして協働をすすめます。市が、市民活動団体を下請けとし

て安易に利用したり、逆に市民活動団体が市に対し威圧的に振舞うような関

係であってはなりません。 

 

⑦ 自律性の確保 

 市と市民活動団体は、役割分担と責任の所在を明らかにしたうえで自らを

律し協働をすすめます。互いに責任をあいまいにしたり、もたれあいになる

ような関係であってはなりません。 

 

⑧ 情報公開と評価の実施 

 市と市民活動団体は、協働事業計画とその結果を開示し、支援センターは

これを市民に公開し、第三者から協働の評価を受けます。これにより、サー

ビスの受け手である市民の納得が得られる、より良い協働を目指します。 
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3 協働事業のあり方 

 

３.１ 協働事業と支援センターの役割 

 

支援センターはそれ自体が市民・社協・市の協働事業であり、市民活動団

体の活動を支援するための事業を自ら行うことも出来ますが、基本的な位置

づけは中間支援組織であり、一義的には市民活動団体と行政との協働を支援

することを優先させたいと考えています。 

つまり、たとえば市民活動を活性化させるための講演会を行いたいと考え

た場合、自主事業として行うよりむしろ、目的を共有する市民活動団体から

の事業提案を募り、当該市民活動団体の自主性と創意工夫を尊重しつつ、支

援センターはノウハウを提供し、市からは助成予算を提供するという方法を

優先させます。 

支援センターが協働事業を独占するのでなく、より多くの市民活動団体の

自主的・自発的な活動を支援することが重要です。 

このような視点から、支援センターは市民活動団体と市との協働事業を拡

充、普及させていく担い手となることを目指し活動していきます。 

協働の形態には様々なものがあり、たとえば委員会への市民参画も協働の

一形態ですが、ここでは、支援センターが優先的に関わり推進すべき協働事

業に限り、その形態を区分した上で、それぞれの課題を整理します。 

 

3.2 協働事業の形態と課題 

 

（１）協働型委託事業 

市が実施すべき事業のうち、市民活動団体に委託して実施するほうが望ま

しいと考えられる事業については、委託事業とすることが考えられます。こ

のような委託事業の事例としては、支援センターホームページの管理運営が

挙げられます。 

支援センターホームページの管理運営業務委託事業者は、現在、市内のＮ

ＰＯ法人の中からプレゼンテーション方式でセンター運営委員会により選定

され、支援センターとの連携において事業がなされています。 

もっとも、支援センターホームページの管理運営に関しては、センタース

タッフの拡充と合わせて支援センター事業として内部化したほうが良いとの

意見もあります。この場合でも、同ホームページのデザイン変更や IT 講習会

など、市民活動団体の専門性が活かされる分野については、積極的に市民活

動団体との協働事業化に努めることが望ましいと考えられます。 

支援センターは、市と市民活動団体とが契約締結を行う際に立ち会い、協

働事業の内容や相互の責任分担等を確認すると共に、事業の結果を情報公開

する役割を担い、市民活動団体の相談に応じ行政と調整することを通じ、円

滑な協働事業の進行をサポートすることなどが考えられます。 
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（２）補助金・助成金事業 

市の予算は積み上げ式となっており、何らかの協働事業を企画する場合、

前年度から事業計画を立て予算を確保する必要があります。この方法では、

市民活動団体から協働事業の発案があってもタイムリーに予算支出すること

が出来ません。このため、補助金・助成金事業としての予算枠を確保し、独

自の運用を可能とすることが求められます。 

このような補助金・助成金事業の事例としては、社協が市からの委託によ

り運用している『やさしいまちづくり応援助成金』制度があります。これは、

地域福祉の充実のため市内で活動を行う団体が新たに実施し、また、継続性

の期待できる地域福祉推進事業に対し、助成金を交付するものです。 

ボランティアセンターが支援センターに統合された今、当助成金の運用も

支援センターへ移設し、助成範囲については地域福祉に限定せずより広く市

民活動を支援するものとすること、応募期間を限らず柔軟な対応を可能とす

ることが期待されます。 

 

なお、対象団体の審査については、社協のノウハウを活かしながら公正な

審査がなされるよう十分配慮して制度設計を行う必要があります。 

 

（３）共同型事業 

市民活動団体と市とが互いに人材と資材等を出し合い、まったく対等な関

係に立って共同して実施する事業を共同型事業と呼ぶことが出来ます。 

この事例としては、市内の市民活動団体を中心に、本推進委員会を含む複

数の団体が主催し、実行委員会方式で行われた『とだ防災キャンプ 2006』（市

は後援）や、同じく実行委員会方式で協働モデル事業として行われた支援セ

ンターの１周年記念事業が挙げられます。 

共同型事業において、支援センターは事業の実施主体として人材と資材等

を提供したり、市民活動団体と市との調整役として、市に人材と資材等の提

供を依頼・調整したりします。 

また、他の市民活動団体との連携を促し、市民に参加を呼びかける情報提

供者としての役割を担います。 

個々の共同型事業の経験は、支援センターが関わることにより、市民共有

のノウハウとして蓄積され、次の協働事業に活かされることが期待されます。

また、支援センターは、行政や市民活動団体等に協力を呼びかけ、行政と市

民との間に、また市民相互間により広範な協力体制が築かれるよう働きかけ

ていきます。 
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（４）後援等 

市民活動団体が事業を実施する際、事業の信用が高まる等の効果を期待し

て、市に後援等の申請をする場合があります。支援センターは現在の３者共

同運営方式においては、協働事業にかかわる市の直営窓口でもあることから、

今後『戸田市ボランティア・市民活動支援センター』の名称で、積極的に後

援等を行ってゆきたいと考えています。 

しかしながら、事業内容を審査することもなく安易に後援等を行った場合、

支援センターの信用の失墜にもつながりかねないことから、支援センターは

早急に後援等に関する名義の使用承諾基準を作成する必要があります。 

 

なお、後援等に関する名義の使用承諾基準においては、後援等の内容を、

共催、協賛、後援に分け、わかりやすく用語を定義することが必要になりま

す。後援・協賛・共催（後援等）の別について、本推進委員会では次のよう

な定義が議論されました。 

 

○後援 

市民活動団体等が実施する事業が、営利を目的としない社会に貢献する活

動であると認められる場合に、支援センターが、市民活動団体の申請に基づ

いて『戸田市ボランティア・市民活動支援センター』などの後援等の名義の

使用を認めるものです。 

 

○協賛 

市民活動団体等の実施する事業が、後援と同様の要件を満たしており、そ

の事業が、支援センターの施策と合致すると認められる場合に、支援センタ

ーが、市民活動団体の申請に基づいて後援等の名義の使用のほか、物品など

の提供、貸与などを行うものです。 

 

○共催 

市民活動団体と支援センターが、それぞれが主催者となり共同で一つの事

業を行う形式や、市民活動団体と支援センターが新しい一つの組織を立ち上

げ、そこが主催者となって事業を行う実行委員会形式での協働事業が想定さ

れます。共催の場合、支援センターは主催者に名を連ね、市民活動団体と対

等な立場で協議し、資材・人材・物品などにおいて必要な協力を行います。 

 

後援等に関する名義の使用承諾基準には、そのほか 

(ア)対象外となる事業内容 

(イ)申請手続き 

(ウ)事業実績報告書による報告の義務付け 

等を定める必要があります。 
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4 協働をすすめるための組織体制 

 

『戸田市ボランティア・市民活動支援センター』の運営については、セン

ター運営委員会が意思決定を行い、センタースタッフが実務を担うことが確

認され、その手順が前章で提案されました。 

一方、市民活動団体と市との協働事業の実施を促進することについては、

どのような組織がこれを担うべきか問題となりました。 

センター運営委員会は支援センターの運営について審議することを第一目

的としており、さらに協働を推進するための審議をも行うことは難しい面が

あります。 

しかしながら、市民活動の活発化のために何が必要であるかについては、

市民活動団体や彼らに現場で接するセンタースタッフが最もよく理解してい

るものと考えられます。 

したがって、センタースタッフの人員配置・勤務体系を見直すと同時に、

センター運営委員会の中に必要に応じて専門部会を設置することによりセン

ター運営委員会に過大な負担がかからないようにしながら、市民活動団体と

市との協働を推進する役割については、やはり、支援センターが担うものと

期待されます。 

 

なお、協働をすすめるための組織体制は、支援センターの内部だけで完結

させるのではなく、支援センターが連携の推進役となることにより、様々な

組織が結び付けられ、協働が円滑に行われる体制が全体として形成されるこ

とが重要と考えられます。 

具体的には、 

 センタースタッフが担い手となり庁内連携体制を推進することにより、市か

ら市民活動団体への情報提供と人的・財的支援の流れを円滑にすること。 

 市民活動団体と市との協働に関する市民の意見や評価を汲み上げる組織(市

民評価組織)を別途設置することにより、サービスの受け手である市民の評

価・意見を考慮しながら協働事業の推進を図ること。 

が、必要と考えられます。 

 

したがって、庁内連携体制の推進と市民評価組織について審議された内容

を以下にまとめ、章末にこれらの様々な組織や主体が、協働をすすめるため

に互いに担うべき役割とその仕事の流れをまとめた、フロー図（図４－１参

照／３１ページ）を示します。 
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4.１ 庁内連携体制の推進 

 

市民活動の活動分野に応じて関係する施策は、各分野を所轄する各課にお

いて個別に実施されており、そのため、分野が異なる同士の連携活動は活発

に行われていない状況です。幅広い分野での協働事業を展開していく上で、

各課で実施している施策について、市民への分かりやすい情報提供が望まれ

ます。 

このため、支援センターは各課との連携役、市民活動団体と行政との連携

役として機能していく必要があるといえます。 

 

具体的には、支援センターとセンター運営委員会とが出来ることから、各

課間及び市民活動団体と行政との連携を進めます。 

そして、このことについて集中的かつ専門的に推進するための組織が必要

であれば、「（仮称）協働推進部会」をセンター運営委員会の関連組織として

設置します。 

更に広範囲な連携が必要とされた際には、庁内及び外部組織等から構成さ

れる委員会の設置を提案するなど、段階的に連携を進めることも考えられま

す。 

 

最初に解決すべき課題は、庁内及び外部組織等からの情報提供です。この

情報提供については、センタースタッフの仕事として、スタッフがそれぞれ

に担当を持ち、責任の所在をはっきりさせた上で強力に推進されることが期

待されます。 

 

センタースタッフが庁内及び外部組織等からの情報提供を推進するに当た

っては、まず庁内及び外部組織等との協働事例を調査し、把握することから

はじめる必要があります。このため、まずはセンタースタッフが庁内での協

働事例をまとめた次ページのような表を作成することが有益と思われます

（表４－１参照）。この調査をもとに、施策ごとにセンタースタッフの担当者

を決め、センタースタッフの担当者が常に行政担当者との情報交換を図るこ

とにより、協働事業の円滑化及び庁内連携の体制づくりが促進されるものと

期待されます。 
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表４－１ 庁内及び外郭団体等との協働事業一覧表作成例 

 

■総務部関連協働事業 

事業名 担当部署等 協働形態 
 

対象 
（団体名）

予算 
科目 

予算額
（千円） 

事業目的・内容 市民・市民活動団体の関わり 

１ 戸田市コミュニティ
推進委員会 

コミュニティ推進課 委員会    自治会など地域コミュニテ
ィ全般について審議 

戸田市コミュニティ推進委員会（市民公募、
団体代表、町会代表など□名） 

２ 戸田市市民活動推進
委員会 

コミュニティ推進課 委員会    市民活動活性化方策の審議 戸田市市民活動推進委員会（市民□名） 

３ ボランティア・市民
活動支援センター 

コミュニティ推進課
社会福祉協議会 

共同型事業  運営費等 □□□ 市民・市・社協による共同運
営。市民活動団体（個人）を
支援する。 

3 者による運営委員会（市民□名･市□名・
社協□名） 
公募の市民がスタッフとして従事 

４ 戸田市民活動支援サ
イト委託事業 

コミュニティ推進課 事業委託 NPO 法人
IT ボランテ
ィアの会 

委託料 □□□ 戸田市民活動支援サイトの
運営。 

受託団体は戸田市の NPO 法人から公開審
査により決定。 

５ 地域通貨（戸田オー
ル） 

コミュニティ推進課 事業委託 地域通貨運
営委員会 

印刷費  地域通貨を利用した地域コ
ミュニティの活性化 

□□□ 

６ 国際交流活動推進事
業 

戸田市国際交流協会     国際交流活動の推進 国際交流サロン、市内在住外国人との交歓
会、国際交流団体助成、外国人による日本
語スピーチコンテストなど 

７ 国際協力活動推進事
業 

戸田市国際交流協会     国際協力活動の推進 ホームステイボランティアの登録･紹介、通
訳・翻訳ボランティアの登録・紹介、日本
語教室、外国語講座、ボランティアの養成、
国際交流推進活動員 

 

■市民生活部関連協働事業 

１ 戸田市環境基本計画 環境クリーン室 委員会    戸田市環境基本計画の策定 市民懇談会（市民公募）、環境審議会 
２ 花ロード美女木 環境クリーン室 共同型事業    国土交通省が地域とともに

道路の美化清掃を進めるボ
ランティア・サポート・プロ
グラム 

美女木地区まちづくり協議会、NPO 戸田Ｅ
Ｍピープルネット、美女木小、美谷本小、
蕨警察署、一般企業、市職員が協働して、
約５５０人で花苗１０種類３万鉢を植栽 

３ エコライフ DAY と
だ２００７ 

環境クリーン室 後援 エコライフ
DAY とだ
２００７実
行委員会 

  温暖化防止のための戸田市
民活動 

エコライフ DAY の実施。エコライフチェッ
クシートの記入に、市内小中高校生、市役
所、民間企業、市民等、2006 年度は 20866
人（市民の１８％）が参加 

４ 環境は足元から 環境クリーン室     環境クリーン室が月 1 回発
行する情報誌 

□□□ 

５ 戸田市環境フェア 環境クリーン室     □□□ □□□ 
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4.２ 市民評価組織 

 

協働事業において透明性・自律性を確保するためには、市民活動団体と市

の協働事業および支援センターの運営に関し、情報開示を求め、評価を行う

組織が必要となります。 

このため、センター運営委員会および支援センターとは別に、市民評価組

織を設置することが考えられます。市民評価組織とは、サービスの受け手で

ある市民が協働の成果をどう評価しているかを調査し、市民の意見を反映さ

せる役割を担うものです。具体的には、市民アンケートを実施するなどによ

り、協働事業や支援センターについての市民の評価や需要を把握し、センタ

ー運営委員会に意見提出します。センター運営委員会は、市民評価組織の調

査結果と意見を受けて、支援センター運営のあり方や事業計画、協働型委託

事業及び補助金・助成金事業の見直し等を行います。 

 

（１）評価の対象 

市民評価が扱う評価の対象は、支援センターの運営と、支援センターが調

整役となり推進した協働事業のうちの委託事業と助成金事業等とします。 

支援センターの運営について評価することは、特定の市民活動団体のみな

らず、広く市民一般からの評価を受けることにより、機会の平等などを担保

することを意図します。 

また、委託事業と助成金事業を評価することは、公金の使途についてサー

ビスの受け手である市民がどのように評価しているかという視点を提示する

ことにより、市民活動団体および市の自律性を促すことを意図します。 

 

（２）評価の内容 

市民評価組織が協働事業をどのような指標をもって評価するのかについては、

今後、この組織において議論してゆくことが望ましいと考えられます。一般的

な評価方法の一つとしては、「協働をすすめるためのルール」をもとに、ルール

がきちんと守れたかどうかを評価するという方法があります。また一般市民向

けのアンケート調査は、市民の自由な意見を反映させる上で重要な方法といえ

ます。 

このような調査の結果に基づき、支援センターに係る協働事業についての

客観的な評価をわかりやすくまとめ、支援センターに意見提出することが市

民評価組織の仕事となります。 

 

（３）組織の構成 

行政評価を行う組織の構成には、様々な形態が考えられます。近年では、

行政改革の一環として、行政評価制度を取り入れる自治体が増加しており、

評価の主体には、自治体の行政担当者自身による自己評価の事例もあれば、

専門家による委員会を設置している事例、専門家に公募の市民を加えた委員

会を設置している事例、委託によるNPO法人に委託している事例など、様々
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な事例が見出せます。『ＩＳＯ１４００１』等のように、外部の審査・認定機

関が評価している分野もあります。 

本市においても、行政施策一般について行政評価制度を取り入れ始めてい

ますが現在のところ自治体の行政担当者が自ら評価する方法を採用していま

す。より市民の意見が反映された客観的な行政評価を行うためには、公開さ

れた方法による市民の参加が必要です。 

 

したがって、支援センターに係る協働事業を評価する市民評価組織の構成

員は公募の市民を含むものとします。なお、公募市民のみで構成される委員

会では信頼性にやや欠ける点があると考えられることから、専門家や有識者

等を含んだ組織とします。 

NPOが一般市民等からの寄付金を運用し社会貢献活動を行うことがまれで

ない海外では、行政から独立した市民主体の組織が主導して行政評価を行っ

ている事例も見受けられますが、日本ではこうした形態はまだまだ一般的で

ないことから、市民評価組織は本市の委員会（ワークショップ）として設置

することが現実的と思われます。 

 

市民評価組織の構成員に市議会議員が加わることは適当なのではないかと

いう意見も出されましたが、市民評価組織は必要に応じては行政や市民活動

団体にとって厳しい見解を表明しなければならないことから、しがらみのな

い市民が委員となることが適当との意見が交換されました。 

また、支援センターが市民評価組織を兼ねてはどうかとの意見も出されま

したが、支援センター自体をも評価する組織が必要と考えられることから、

事業の実施主体である支援センターと評価主体である市民評価組織とは別個

のものとすることが適当と考えられます。 

 

評価組織による評価が適正性を要することなどから、市民参加による評価

を慎重に捉える意見も存在します。 

しかし、協働事業評価への市民参加には、支援センターの存在やその仕事

の成果を市民へとアピールする意味もあります。また、市民が行政評価の作

業に加わることにより、市民の行政参加意識が向上し、市民・行政の双方に

おいて協働技能の向上が期待されると考えられることからも有意義です。第

三者による事業の事後評価が存在することは、事業の実施主体に自律を促す

意味で、第三者による評価内容自体と比肩する効果があると言えます。 

このように様々な理由から、市民評価組織の組織化は早期に実現される必

要があります。 

 

なお、市が現在進めている行政改革は、総合政策部行政経営課の担当にな

っていますが、互いに連携を図ることも考えられます。 
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図４－１ 協働をすすめる体制（フロー図） 

 

 

支
援
セ
ン
タ
ー
及
び
支
援
セ
ン
タ
ー
に
係
る
協
働
事
業
の
評
価
・
意
見
を
提
出 

調整 

相談 

支援センターは 

市民活動団体の 

相談に応じ 

市と調整し 

協働事業の実施を 

支援する 

支援センター 

リーダー 

協働コーディネーター 

市民活動コーディネーター 

事業計画・予算提出

           
戸田市 

○
○
○
○
○
○
○
課 

□
□
□
□
□
□
□
室 

△
△
△
△
△
委
員
会 

○
×
○
×
○
×
公
社 

庁内連携体制の推進 

予算執行 

アンケート実施 

アンケート回答・意見提出

 

 

支援センター及び支援センターに係る 

協働事業の評価を行い、支援センター 

運営委員会に意見を提出する 

 

 

 

公募市民 

専門家・有識者など 

市民評価組織

定例審議会 （専門部会）

センター運営委員会 

協議会 

協働事業評価に参画 

（市の委員会として設置） 

市
民
活
動
に
参
加 

㈶
○
△
□
○
△
な
ど 

情
報
開
示 

指
示
・

監
督 

報
告
・ 

議
案
提
出

情報提供 

活動支援 

情報提供・活動報告

様々な部署や外部組織があることから

一元的な情報提供や庁内連携体制の推

進が求められている 

協
働
事
業
の
実
施 

市民評価組織の意見を次の事業計画に反映 

支援センターの意思決定機関 

支援センターより提出された議案の審議

や事業計画の策定を行う 

情報提供・情報公開

公募市民からなるスタッフが常駐 

センター運営委員会の指示を受け 

庁内連携体制の推進・市民活動支援の実践を行う 

市民活動団体 A 

 
 
  

 戸田市民（一般） 

戸田市ボランティア･市民活動支援センター 



   

 

 

 

 

 

 

 

第５章 市民活動の活発化 

 



  第５章 市民活動の活発化 

 32

１ 資金等の助成 

 

市民活動団体が活動を活発化していくために市が検討すべき課題として、

『戸田市市民活動推進基本方針』では、資金等の助成、融資制度、税の減免、

市民活動保険制度、地域通貨の活用などが挙げられています。 

本推進委員会でこれらについて整理した内容は次のとおりです。 

 

1.1 補助金・助成金 

 

市民活動団体の中には、高度化・多様化する市民の要求に対応した公益性

の高いサービスを提供しているものがあり、このような市民活動については、

行政から市民活動団体へ補助金や助成金を提供することによりその実施を支

援することが適切と考えられます。 

 

このため現在においても、様々な名目の補助金・助成金事業が庁内各部署

等により運用されていますが、幅広い分野における公平性を確保し効率的に

予算を活用するため、市民活動にかかわるものに関しては一本化し、支援セ

ンターを核として集約すべきことを提案します。 



  第５章 市民活動の活発化 

 33

１.２ 基金の創設 

 

（１）市民活動支援に係る基金の動向 

近年、市民活動支援を目的とした基金が様々な自治体で創設されるように

なって来ました。基金とは、特定目的のために一定資産を確保し、その運用

益をもって目的を達成するものと一般的に考えられてきましたが、低金利の

時代が継続された結果、その位置づけは多様化してきています。 

 

特に助成金の給付などを目的とした基金では、信託財産の維持が困難であ

るため、信託財産の取り崩しが容易なよう基金を公益信託とする「公益信託

方式」をとり、一定期間で目的を達成し解散する手法も採られるようになっ

ています。 

 

一方、従来どおり基金の永続を前提とし、資金を補填するために、民間か

らの寄付も受け入れると同時に、その運用に民間の意見を反映させるなど、

いわば協働の道具としても、基金は活用されるようになって来ています。 

 

なお、市民からの寄付を受け入れる場合、寄付者が寄付金控除を容易に受

けられるよう、自治体の条例により基金を設け財産の管理運営は行政が行う

「条例設置方式」をとることが一般的です。 

また、基金の使途を審査するに当たっては、「公益信託方式」「条例設置方

式」のいずれであっても、市民等からなる運営委員会などを設置することが

一般的に行われるようになってきています（表５－１参照）。 

 

（２）戸田市独自の市民活動支援基金創設へ向けて 

社会の成熟化に伴い、公益的なことのために寄付をしたいと考える人たち

は徐々に増えてきています。 

パートナーシップによるまちづくりを目指すわが市においても、継続的に

市民活動を支援するための独自の基金を創設し、市民の寄付金を受け入れ、

市民の意見を取り入れた透明性の高い審査方法により、市民活動団体への支

援を実施することが強く望まれます。 

このため、支援センターを核とした補助金・助成金事業の集約化と合わせ

て、他の自治体での事例（資料５－１～５－３参照）を参考にしながら、本

市の情勢にあった基金の創設について前向きに検討すべきことを提案します。 
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表５－１ 基金・補助金制度の事例 

自治体名 名称 創設方法 審査方法 

岩手県 特定公益信託いわて NPO 基

金 

公益信託方式 運営委員会 

福島県 公益信託うつくしま基金 公益信託方式 運営委員会 

神奈川県 かながわボランタリー活動

推進基金２１ 

条例設置方式 審査会 

(幹事会) 

埼玉県 埼玉県 NPO 基金 条例設置方式 運営委員会 

宮城県 みやぎ NPO 夢ファンド 独自ファンド 

（原資取崩し型） 

 

市川市 市民活動団体支援制度 

（１％支援制度） 

条例設置方式 審査会 

我孫子市 我孫子市補助金交付制度 一般財源 補助金等検

討委員会 

茅ヶ崎市 市民活動げんき基金 条例設置方式 市民活動推

進委員会 
 
 
 

資料５－１ 埼玉県 NPO 基金(埼玉県特定非営利活動促進基金)概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 目的 

県内 NPO の自主的・自発的社会貢献活動に対する支援を行い、その活動を促

進するとともに、NPO と行政との協働を推進するために基金を設置し、NPO

活動の持続的な発展を図ろうとするものです。 

2. 事業内容 

埼玉県条例に基づき基金を設置し、1 億円を積み立てました。さらに、「民」

が「民」を支援するシステムとして、広く民間からの寄附をお願いしていま

す。 なお、基金は、NPO 活動を促進するための事業の財源とします。 

3. 寄附の方法 

３つから、お好きな方法をお選びください。  

 団体希望寄付 

具体的に支援したい団体が決まっている場合や、活動内容に共感できる団体

を支援したい場合 

 分野希望寄付 

興味のある活動分野がある場合や、一定の活動分野の団体を支援したい場 

 一般寄附 

特定の団体や活動分野ではなく、ＮＰＯを広く支援したい場合 
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資料５－２ 茅ヶ崎市市民活動推進基金（通称：市民活動げんき基金）概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料５－３ 市川市納税者等が選択する市民活動団体への支援に関する 

条例概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 目的 

市民活動を地域社会全体で支え、発展させていくことを目的とした基金です。

市では、この基金を市民と市との協働による基金として育ていきたいと考えて

います。 
 

2. 基金の仕組み 

民間からの寄付と市のマッチングギフト（民間から寄せられた寄付金と基本的

にその同額を市が上乗せして基金に積み立てること）による支出を積み立てる

もので、市民活動団体が行う公益的な事業の財源の一部（補助金）として役立

てられます。 

基金の当初の原資は 1500 万円です。 
 

3. 補助金交付先の審査方法 

補助金の交付に当たっては、選考の公平性、透明性を図るため、学識経験者、

事業者および市民活動団体の代表者、市民等で構成する「茅ヶ崎市市民活動推

進委員会」で事業の内容等を審議します。 

1. 目的 

ボランティア団体や NPO などが行う公益的な活動を支援することを通して、

団体の育成ならびに市民活動の活発化を図るとともに、納税者が自らの納税額

の一部について、使い方を意思表示ができることを可能とすることにより、市

政に参加していることの実感を得て、納税への関心を高めてもらうことを目的

とします。 

 

2. 制度の仕組み 

①支援を受けようとする団体は事業計画書および経費の見積もりを市に提出

します。②市は、「市民活動支援制度審査会」を設置し、適格団体を決定し公

表します。③個人市民税の納税者は、支援したい団体をひとつ選び市に申請し

ます。④納税者が支援したいと選んだ団体には、それらの納税者の個人市民税

額の１％相当額が累計されて支援金として交付されます。（ただし、団体に交

付される支援金総額の上限は事業費の１／２を限度とします。また、個人市民

税の１％相当額の累計額が、あらかじめ計上されている市の予算を超えた場合

には、その率の以内で調整する場合もあります。） 

3. 市民活動支援基金の設置 

この制度では、市民活動団体の活動を支援し、促進を図る目的で市民活動団体

支援基金を設置しています。納税者等は、団体を選択するかわりに、基金への

積み立てを届け出ることもできます。また、市民税額の 1％等を合計した金額

が団体の事業経費の 2 分の 1 を超えた場合、超えた部分は、基金に積み立て

られます。 
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２ 融資 

 

NPO 活動の意義が社会的認知度を上げるにつれ、NPO への融資を実行す

る金融機関は徐々に拡大しています。埼玉県でも県内において社会貢献事業

を行う NPO 法人を対象とした NPO 応援ローンが取扱開始されています。他

の金融機関でもＮＰＯ事業サポートローンなどがあります。 

 

他方、1994 年に設立された『未来バンク事業組合』（東京都）を皮切りに、

全国各地で NPO バンクが設立されるようになってきており、注目を浴びてい

ます。NPO バンクとは、市民が自発的に出資した資金により、地域社会や福

祉、環境保全等のための活動を行う NPO や個人などに融資することを目的に

設立された「市民の非営利バンク」のことで、「金融 NPO」「市民金融」など

とも呼ばれています。 

 

 

NPO バンクの概要 

 

NPO バンクの運営の特徴は、趣旨に賛同する市民や NPO が組合員

となり、1 口数万円単位の出資を行い、それを原資に NPO や個人に

低利（1～5％程度）で融資する、ということです。出資者にとっては、

元本保証がない、出資金を自由に引き出せない、などのデメリットも

ありますが、融資先が出資者に対して公開される場合もあり、自分の

お金が社会に貢献していることが目に見える形で運用されることが

魅力となっています。 

融資審査は、税理士などの専門家が行っていることから、NPO バ

ンクでは貸し倒れの発生は低率に抑えられています。  

融資することを目的として設立した特定非営利活動法人は、「非営利

活動法人」であることから出資を直接受けることができないため、出

資を募ることを目的として『ＮＰＯバンク事業組合』をあわせて設立

し、この二つの組織の総称を「NPO バンク」と呼ぶこともあります。 
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３ 税の減免 

 

3.1 収益事業を行う NPO 法人に対する課税 

 

NPO 法人であっても、法人税法上の収益事業（表５－２参照）を行ってい

る場合、通常の企業と同様に課税されます。 

収益事業から生じた所得に対しては、国税である法人税、県税である法人

県民税法人税割および事業税、市町村税である法人市町村民税の法人税割が

課せられます。 

また、法人県民税均等割と法人市町村民税均等割は、収益事業から所得が

生じていない場合でも、原則的に課税されます（表５－３参照）。 

 
 

表５－２ 法人税法上の収益事業（法人税法施行令第５条第１項） 
１ 物品販売業 12 出版業 23 浴場業 

２ 不動産販売業 13 写真業 24 理容業 

３ 金銭貸付業 14 席貸業 25 美容業 

４ 物品貸付業 15 旅館業 26 興行業 

５ 不動産貸付業 16 料理店業その他の飲
食店業 

27 遊技所業 

６ 製造業 17 周旋業 28 遊覧所業 

７ 通信業、放送業 18 代理業 29 医療保健業 

８ 運送業、運送取扱業 19 仲立業 30 技芸教授業 

９ 倉庫業 20 問屋業 31 駐車場業 

10 請負業 21 鉱業 32 信用保証業 

11 印刷業 22 土石採取業 33 無体財産権の提供業 

 
 
 

表５－３ 法人税法上の収益事業を行った場合の NPO 法人への課税 
 区  分 課税対象額など 税   率 所管

国

税 
法人税 

法人税法上の収益事

業の年間所得 

800 万円以下・・・・・ 22.0%(税率) 

800 万円超・・・・・・ 30.0%(税率) 

税務

署 

都

道

府

県

税 

法人県

民税 

均等割 １法人ごとに一律 2 万円/年 

県税

事務

所 

法人税割 
法人税法上の収益事

業の法人税額 

※埼玉県の場合 原則法人税額の５．８％ 

（5.0%の場合もあり) 

法人事業税 
法人税法上の収益事

業の年間所得 

400 万円以下・・・・・・・5.0%(税率) 

400 万円～800 万円・・・ 7.3%(税率)  

800 万円以上・・・・・・・9.6%(税率) 

市

町

村

税 

法人市

町村民

税 

均等割 １法人ごとに一律 5 万円/年（～6 万円） 
市町

村 法人税割 
法人税法上の収益事業

の法人税額 
（法人税額の）12.3% 

法人県民税及び法人市町村民税均等割に対して減免措置を行っている地方自治体において、「均等割免除（減免）

申請書」「均等割申告書」を毎年各条例で定められた期限内に管轄の県税事務所及び市町村役場に提出することによ

って免税措置を受けることができます。所定期限内に提出しなかった場合は、支払いの義務が生じますので、ご注

意ください。（『特定非営利活動法人ガイドブック 埼玉県版 ２００６年９月発行』を参考） 
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３.２ 都道府県による NPO 課税の減免 

 

（１）法人県民税均等割 

法人県民税均等割は、税法上の収益事業を行わない NPO 法人に対してはす

べての都道府県において、減免・免税としており、埼玉県もこれに該当しま

す。ただし、詳細については各都道府県に確認をする必要があります。 

県外においては、収益事業を行う NPO 法人についても、収益事業における

益金の額が損金の額を超えない事業年度に係るもの（赤字の場合）に限り、

設立後３年もしくは５年などの期限を設け、法人県民税均等割を免除してい

る自治体があります。 

 

（２）不動産取得税 

NPO 法人が、無償又は減額した額で直接その法人が行う特定非営利活動に

係る事業の用に供する不動産の譲渡を受けた場合には、不動産取得税の一部

又は全部を減免している自治体があります。 

また、ナショナル･トラスト活動を行う NPO 法人を対象に、環境の保全を

図る活動の一環として、その自然環境の保存及び活用に関する業務を行うＮ

ＰＯ法人が、指定地域内において自然環境として保全すべき山林等を取得し

た場合、不動産取得税を免除している自治体があります(実施自治体：宮城県)。 

 

（３）自動車取得税および自動車税 

特定非営利活動法人が専らその法人が行う特定非営利活動に係る事業の用

に供する自動車を無償で譲渡を受けた場合には、自動車取得税を減免してい

る自治体があります。 

また、福祉を担うＮＰＯ法人を対象に、介護保険法に規定する居宅サービ

ス事業等の指定や、県などから委託または補助を受けて行う福祉サービスの

用に供する自動車などを取得・保有した場合、自動車税及び自動車取得税を

免除している自治体があります。ただし、介護事業に直接要する車両に関し

ては、NPO 法人に限らず一般に減免している自治体が多くなっています。 

 

（４）創業促進税制 

上記の法人県民税均等割、不動産取得税、自動車取得税の減免は、いずれ

も創業促進税制の一環として、設立後 3 年もしくは５年などの期限を設け減

免されている場合があります。設立後 5 年度の法人事業税を免除している自

治体もあります（実施自治体：長野県）。 

 

なお、詳細については、参考資料２（５４ページ）をご参照ください。 
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３.３ 市町村が実施している NPO 支援税制  

 

（１）法人市民税均等割の減免 

法人市民税の均等割は、収益事業を行わない NPO 法人に対しては、法人市

民税均等割を減免している市町村が多く、戸田市もこれに該当します（表５

－５参照）。 

一方、NPO 法人が収益事業を行っている場合でも減免している市町村が埼

玉県の中にも数多くあり、戸田市においても同様の施策の実施を望む声が高

いことから、その導入について検討すべきものと考えられます。 

 

（２）固定資産税、都市計画税、軽自動車税の減免 

埼玉県内には NPO 法人を対象として、法人市民税均等割のほか、固定資産

税や都市計画税、軽自動車税などを減免している市町村があり、戸田市にお

いても同様の施策の実施を検討する余地があります。 

なお、固定資産税や都市計画税の減免は、概ね NPO の事業に供する土地・

家屋の部分についての課税を免除する内容になっています。 

また、軽自動車税の減免は、収益事業を行っている NPO 法人でも減免の対

象になる場合と、収益事業を行っていない NPO 法人だけが対象となる場合、

対象を NPO 法人に限らず公益性のある事業に対して直接専用するなどの場

合に減免となる場合とがあります（表５－４参照）。 

 

 

表５－４ 埼玉県内市町村における固定資産税・都市計画税・軽自動車税の減免 

市町村 
固 定 

資産税 

都 市 

計画税 

軽自動

車 税 
備考 

さいたま市   △ 
NPO に限らず公益のために直接

専用する軽自動車 

川口市 ○ ○ ○ 収益事業を行っていても可 

上尾市   ○ 収益事業を行っている場合不可 

春日部市 △ △  
特に条件を定めず申請のあった段

階で検討。 

志木市 ○ ○ ○ 収益事業を行っていても可 

上里町 ○  ○ 収益事業を行っている場合不可 

白岡町   △ 
事業の内容に公益性があると判断

した場合 
（市町村の NPO 活動に関する支援状況等調査結果（調査時期平成 17 年 8 月～９月）埼玉県 

を基に作成。その後の市町村合併は反映されていない。） 
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表５－５ 埼玉県内の市町村における法人市民税均等割の減免 

条件 

NPO が収益 

事業を行って

いない場合 

NPO が収益 

事業を行って

いる場合 

備考 

さいたま

市 
△ △ 

△市税条例、市税条例規則により公

益上減免を必要とする NPO 法人 

川越市 ○ ○  

熊谷市 ○ ×  

川口市 ○ ○  

行田市 ○ ×  

所沢市 △ △ △市税条例の規定による 

飯能市 ○ ×  

加須市 ○ ×  

本庄市 ○ ×  

東松山市 ○ ○  

春日部市 ○ ×  

鴻巣市 ○ ×  

深谷市 ○ ×  

上尾市 ○ ×  

越谷市 ○ ×  

入間市 ○ ×  

朝霞市 ○ ×  

志木市 ○ ○  

新座市 ○ ×  

久喜市 ○ ○  

富士見市 ○ ○  

坂戸市 ○ ×  

鶴ヶ島市 △ - △特別の事由があるもの 

日高市 ○ ×  

吉川市 ○ ×  

小川町 ○ ○  

川島町 ○ ○  

上里町 ○ ×  

白岡町 ○ ×  

鷺宮町 - - △民法 34 条の公益法人 

杉戸町 ○ ×  

○･･･減免制度あり ×･･･減免制度なし △･･･詳細不明 -･･･未確認  
（市町村の NPO 活動に関する支援状況等調査結果(調査時期平成 17 年 8 月～９月)埼玉県 

を基に作成。その後の市町村合併は反映されていない。） 
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４ 市民活動保険制度 

 

市民活動団体が安心して活発に活動するためには、市民活動団体が加入で

きる保険の整備が必要となります。 

現在、本市において、市民活動団体が加入することの出来る保険としては、

年間を通じて責任者や会員などの事故を補償するタイプ（通年型）では、市

が取り扱っている『戸田市市民活動保険』と社協が取り扱っている『ボラン

ティア活動保険』があり（表５－６参照）、行事開催時などに参加者の事故を

補償するタイプ（行事型）では、社協が取り扱っている『ボランティア行事

用保険』があります。ここでは特に通年型の市民活動保険について検討した

内容を整理します。 

 

 

４.１ 通年型市民活動保険の現状 

 

（１）市が取り扱っている『戸田市市民活動保険』 

この保険は、一般のボランティア･市民活動団体や個人に対して広く加入を

呼びかけるものではなく、市や市が認めた市民活動団体の主催者（事業の責

任者や指導者を含む）を対象としています。保険料も市が負担し、一括して

加入手続きをしているため、一人当たりの保険料は安価に抑えられています。

ただし、その反面、補償金額も見舞金程度となっています。 

 

（２）社会福祉協議会が取り扱っている『ボランティア活動保険』 

この保険は、社協に登録または委嘱された団体や個人に対して、広く加入

を呼びかけるものですが、自治会、町内会、任意のクラブ等は対象外です。

保険料は団体もしくは個人が負担し、年間保険料は補償金額に応じいくつか

のプランがあります。 
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４.２ 市民活動保険の今後の課題 

 

（１）支援センター独自の市民活動保険の創設 

本推進委員会で視察した我孫子市と川崎市のボランティアセンターでは独

自の市民活動保険制度を有しており、事前に被保険者の名簿を提出する必要

がなく、事故当時対象となるボランティア活動中であったことが認められた

場合、補償される点に特色があります（表５－７参照）。しかしながら、補償

対象者が不特定多数であることから保険料も割高となり、本市も同様の保険

を創設した場合は、現在の１０倍以上の年間保険料が必要になると考えられ

ます。 

 

したがって、本市が現在取り扱っている『戸田市市民活動保険』を、受益

者負担の原則に則ったものとして拡充し、支援センターが窓口となり、広く

一般の市民活動団体等が加入できるものとすることが提案されます。 

なお、支援センター独自の市民活動保険を創設する際には、行事保険の創

設についても合わせて検討することが望まれます。 

 

（２）有償ボランティアの取り扱い 

市の『戸田市市民活動保険』、社協の『ボランティア活動保険』のいずれも、

社会貢献活動もしくはボランティア活動が無償であること（ただし、交通費、

昼食代、活動のための原材料費の支給等については無償とみなされます）を

要件としており、有償のボランティアが加入できる保険をどのように整備す

るかについては今後の検討課題となります。 

 

【参考】 

 支援センターは現在独自の施設賠償保険に加入しており、センタースタッフ

の傷害保険や賠償責任保険に関しては、この保険でカバーされています。 

 市民活動団体の有償ボランティアがその所属団体と雇用契約をしている場

合は労災保険の対象となり得ます。 

 シルバー人材センターの場合、会員はシルバー人材センターから請負という

形で仕事をしており、雇用契約を結んでいません。したがって、会員を被保

険者として、シルバー人材センターが、傷害保険と賠償責任保険に独自に加

入しています。保険料は会費等から賄われています。 
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表５－６ 市民活動団体（無償ボランティア）が加入できる通年型保険比較表 
 
取扱組織 全国社会福祉協議会 戸田市 

名称 ボランティア活動保険 市民活動保険 

契約形態 ボランティア個人またはボランティアグループ等が加入申

込者となり、ボランティア個人を被保険者として全国社会福

祉協議会が一括して保険会社と締結する団体契約 

市や市が認めた市民活動団体の主催者（事業の責任者や指導

者を含む）が加入申込者となり、個人を被保険者として市が

一括して保険会社と締結する団体契約 

加入申込者 

 

 社会福祉協議会およびその構成員･会員 

 社会福祉協議会に登録または委嘱されているボランティ

ア個人またはボランティアグループ、NPO 法人またはそ

の所属の無償のボランティア 

◆ 市や市が認めた市民活動団体の主催者（事業の責任者や

指導者を含む）。市民活動支援担当課が取りまとめ窓口と

なって、庁内各課に加入意向調査を行い、加入希望のあ

った無償のボランティア 

対象となる

ボランティ

ア活動 

 日本国内における「自発的な意思により他人や社会に貢

献する無償のボランティア活動 

◆ 日本国内における「自発的な意思により他人や社会に貢

献する無償のボランティア活動 

◆ ＮＰＯ法人が行う特定非営利活動 

対象となら

ないボラン

ティア活動 

 自発的な意思による活動とは考え難いもの 

 PTA、自治会、町内会、老人クラブなどボランティア活

動以外の目的で作られた団体・グループが行う組織運営

や団体構成員の親睦のための活動 

 有償のボランティア活動（交通費、昼食代、活動のため

の原材料費の支給については無償とみなします。） 

 保険上免責となっているボランティア活動（主に危険な

もの） 

◆ 自発的な意思による活動とは考え難いもの 

◆ 有償のボランティア活動（交通費、昼食代、活動のため

の原材料費の支給については無償とみなします。） 

◆ 保険上免責となっているボランティア活動（主に危険な

もの） 

補償内容  活動には活動のための学習会または会議も含みます。 

 活動場所と自宅との往復途上の事故も補償の対象となり

ます 

 ボランティア自身の食中毒や特定感染症を補償します。

 熱中症も基本タイプで補償の対象となります。 

 入院時は1000 日まで補償します。 

 天災タイプでは、基本タイプにおける補償に加え、天災

（地震・噴火・津波）によるケガも補償します。 

 台風などの風水害によるケガは、基本タイプで補償され

ます。 

 第三者の故意による加害行為、ひき逃げによりケガをし

た場合には、死亡保険金、後遺障害保険金、入院保険金

について補償金額の2 倍お支払いします。 

同左 

補償金額  

 
 加入プラン・補償金額 

A プラン Ｂプラン Ｃプラン

傷
害
補
償 

死亡保険金 
1,418

万円 

2,553

万円

4,098

万円

後 遺 障 害 

保 険 金 

1,418

万円 

2,553

万円

4,098

万円

入院保険金

日   額 

7,000

円 

11,000

円

14,000

円

手術保険金 

入院保険金日額に手術の種類に応

じて定めた倍率(10倍･20倍また

は40 倍)を乗じた額 

通院保険金

日   額 

4,500

円 

7,000

円

9,000

円

賠償責任保険金 

(対人・対物共通) 

5 億円 

(限度額) 

5 億円

(限度額)

5 億円

(限度額)
 

 

 

 

 

  補償金額 

傷
害
補
償 

死亡・後遺障

害保険金 

500 万円

入院保険金

日   額 

2,000 円

通院保険金

日   額 

1,000 円

賠償責任保険金 

(対人・対物共通) 

１億円

(免責1,000 円)

補償期間 毎年4 月1 日から翌年3 月31 日まで 毎年４月１日から翌年３月３１日まで 

備考  社会福祉協議会に登録または委嘱された団体であること

が必要。 

 自治会・町内会・任意のクラブや有償のボランティア活

動は対象外である。 

◆ 一般のボランティア・市民活動団体や個人に対して、広

く加入を呼びかけるものではなく、市や市が認めた市民

活動団体の主催者（事業の責任者や指導者を含む）を対

象としている。 
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表５－７ 市民活動団体（無償ボランティア）が加入できる通年型保険比較表 
 
取扱組織 我孫子ボランティア・市民活動サポートセンター かわさき市民活動センター 

名称 市民公益活動保険 市民活動（ボランティア活動）保険 

契約形態 市民活動団体が公益的な活動を行っている市民活動を対象と

し、市が一括して保険会社と締結する保険。なお、事前に市

への登録は必要としない。 

川崎市内に在住・在勤・在学している者を主体とし、市内に

活動拠点がある市民活動及びボランティア活動を対象とし、

市が一括して保険会社と締結する保険。なお、事前に市への

登録は必要としない。 

加入申込者 

 

◆ 我孫子市 ◆ 川崎市 

対象となる

ボランティ

ア活動 

◆ 主たる活動拠点が市内にあり、かつ、構成員が５名以上の

団体（構成員の７０％以上が市内に居住していることが必

要）に公益的な活動 

◆ 指導者は、無報酬の場合や交通費程度の実費を受取る場合

のみ 

◆ 自主的に構成されたグループ、個人または地域住民組織が

行う公益性がある活動で、継続的・計画的であり、無報酬

（実費弁償的なものを除く）であること 

◆ 車両を使った送迎ボランティア活動 

対象となら

ないボラン

ティア活動 

◆ 「自分の楽しみ」、「趣味を深める活動」、「ＰＴＡ活動」や

日本国外での活動、営利・政治・宗教に係る活動 

◆ 活動者個人を対象にした保険であるため、団体の負った賠

償責任 

◆ その他、活動内容が対象となるものかどうかは、状況等に

よって判断する 

補償内容 ◆ 町会等の総会や役員会などの会議への参加も対象になり

ます。 

◆ 活動場所と自宅との往復途上の事故も補償の対象となり

ます。 

◆ 公益活動中の車両事故については、傷害は対象になります

が、損害賠償は対象になりません。 

◆ 町会等の総会や役員会などの会議への参加も対象になり

ます。 

◆ 活動場所と自宅との往復途上の事故も補償の対象となり

ます。 

◆ 送迎活動については、原則として個人名義の自家用車両の

みが対象になります。 

補償金額  

  補償金額 

傷
害
補
償 

死亡保険金 500 万円

後 遺 障 害 

保 険 金 
500 万円

入院保険金

日   額 
3,000 円

通院保険金

日   額 
2,000 円

賠
償
補
償 

身   体 
限度額 １名につき  6,000 万円

１事故につき    3 億円

財   物 限度額 １事故につき 100 万円

受 託 物 限度額 １事故につき 100 万円

 

 

 

  補償金額 

傷
害
補
償 

死亡保険金
1,300 万円

（車両搭乗中 300 万円）

後 遺 障 害

保 険 金

1,300 万円

（車両搭乗中 300 万円）

入院保険金

日   額 

3,600 円

（車両搭乗中  1,500 円）

通院保険金

日   額 

2,400 円

（車両搭乗中  1,000 円）

賠
償
補
償 

身   体
最高 １名につき   1 億円

１事故につき   5 億円

財   物 最高  1,000 万円

保 管 物 最高   500 万円

生 産 物 身体・財物賠償と同じ

 

 

補償期間 ◆ 2007 年４月３日から新しい当保険制度が適用開始 

◆ 保険料は団体・個人は負担していない 

◆ 保険料は団体・個人は負担していない 

備考 ◆ ４名以下の団体・個人は我孫子市社会福祉協議会において

取り扱っている「ボランティア保険」に加入する 
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５ 地域通貨 

 

５.１ 地域通貨戸田オール 

 

本市においては、市民活動を活発化し、活動を支えるシステムとして、平

成 14 年度に市が募集した『地域通貨で市民活動を楽しくする懇話会』に集

まった市民から、実際に地域通貨を発行し、運営する市民活動団体『地域通

貨戸田オール運営委員会』が結成されました（参考資料３参照／５５ページ）。 

地域通貨戸田オールは、運用開始当初は、善意のサービス交換を主とする

エコマネーとして始まりました。 

実証実験を経た結果、地域経済の活性化等にも視野を広げ、地域の協賛商

店（参考資料４参照／５６ページ）にてモノと交換することも可能になり、

現在に至っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域通貨とは 
 

ある特定の地域内で、現行の法定通貨では表現することが困難な社会的価

値、あるいはコミュニティ独自の価値を交換・流通させるための媒体です。

地域通貨は、ボランティア活動等の対価として受け取ったものは自分が人に

サービスを頼むときに使うことができます。 

地域通貨は、市民同士の助け合いや思いやりの気持ちを大切にしていくも

のです。 
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５.２ 地域通貨戸田オールの課題 
 

地域通貨戸田オールは着実に市民の間に浸透しつつあり、地域通貨協賛店

の輪も広がりつつありますが、その利用機会がまだまだ少ないことが課題と

なっています。この課題を改善するため、市においては以下のような項目を

検討することが望まれます。 

 

（１）公共施設での利用機会の拡大 

支援センターでは、コピー機などの機材使用料を地域通貨で支払うことが

できるようになりました。公民館や道満グリーンパークの駐車場、toco バス

など、他の市の公共の施設における使用料にも、地域通貨の利用が可能とな

ることが望まれるほか、支援センターが地域通貨を使うことの出来るコミュ

ニティ施設のネットワークを独自に展開してゆくことも考えられます。 
 

（２）支援センターホームページやイベントを通じた利用機会の拡大 

地域通貨戸田オールの利用価値をより豊かなものとするため、支援センタ

ーホームページを通じて、寄贈された品物や、障害者関連団体等が作った品

物などと交換できるシステムの構築なども期待されます。 

地域通貨を利用できる地域イベントのいっそうの充実も期待されます。 
 

（３）ボランティアへのお礼としての利用の促進 

市民活動団体が活動する際には、託児や付き添いなどのボランティアを募

集する機会がたびたびあります。このようなボランティアを依頼する市民活

動団体にとって、地域通貨を発行する費用の資金調達は容易でないことも多

いと考えられるため、その一部を市から補助するなどの仕組みを検討するこ

とが期待されます。 

また、オール基金は、このようなボランティアへのお礼としての利用も含

め、様々な市民活動に対し地域通貨の発行費用補助を行っていることから（表

５－８参照）、今後その活用が促進されることも期待されます。 

 

表５－８ 平成１９年度地域通貨戸田オール基金による助成実績 

支援先 支援内容（いずれも謝礼として利用） 

いきいき虹の会 高齢者支援ボランティア 

厚生車輌福祉協会 支援センターイベントでアンケートに答えてくれた人

エコライフ DAY 戸田実行委員会 戸田翔陽高校、ジュニサポ 集計作業 

エコライフ DAY 戸田実行委員会 チェックシートの準備作業 

ほほえみキッズサポーター 子供（小・中学校）がお年寄りたちにプレゼント作り

高齢者の健康作りと生きがい作りの会 白河市との友好交流 

ジュニアサポートネットワーク ジュニサポフェスタスタッフ・出演者 

上戸田商店会 上戸田ゆめまつり市民団体参加者 
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６ 市民活動の活発化における今後の課題 

 

日本では、ボランティアとは無償奉仕のこととの定義が支配的でしたが、

ボランティアという言葉の原義は「自発的な仕事に従事すること」であり、

本来かならずしも無償奉仕を意味しません。近年、特定非営利活動法人法の

施行とあいまって、ボランティアに関する考え方は大きく変革しつつありま

す。 

退職期を迎えた方々を含め、地域に貢献する活動をしながら生活したいと

考える市民の方たちが増えてきています。一方、このような方たちが無償ボ

ランティアとして社会貢献活動に参加しようとした場合、その活動資金や社

会生活を営むための費用を自ら負担することになることから、息の長い活動

を続けることには困難を伴う場合もあります。 

 

市民活動の活発化のためには、無償ボランティア、有償ボランティア、そ

の中間としての地域通貨を活用したボランティア、コミュニティビジネスを

創業したいと考える方たちなど、様々な人たちが自分のスタイルに合わせ、

無理のない形でやりがいを持って社会参加できるよう、多様な市民活動の基

盤を整える必要があります。 

 

本推進委員会で検討されてきた様々な施策が実行されることにより、市民

活動の更なる活発化がなされるよう、今後の発展に期待したいと思います。 

 

 



   

  

 

 

 

 

 

 

参 考 資 料 
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【参考資料１】ボランティア・市民活動支援センターについて 

 

１ 設置の経緯について 

 

『戸田市ボランティア・市民活動支援センター』は、平成１５年３月に策

定された『戸田市市民活動推進基本方針』に掲げる４つの重点施策の１つで

ある「拠点施設の整備」に基づき、戸田市市民活動拠点施設専門部会を設置

し、拠点施設のレイアウト・資器材やコンセプト等について審議をした。 

 

【基本方針の分類】 

活動拠点の整備 

【設置期間】    

平成１６年９月１３日～平成１８年３月３０日≪全２６回開催≫ 

【構成委員・人数】／７名： 

戸田市市民活動推進委員会の代表、戸田市地域福祉計画の策定に携わった

者、知識経験者から構成（他にオブザーバーとして、福祉総務課職員２名も

参加） 

【同部会の概要】  

ボランティア・市民活動団体の活動の場の提供、各種の情報収集・発信、

ボランティア・市民活動に関する相談窓口の設置など、本市におけるボラン

ティア・市民活動の推進と支援をするための拠点施設のあり方を集中的に審

議・検討するため、専門部会を設置。 

主な審議内容は、センター内のレイアウトや内装、機器や備品の選定、開

館時間や休館日の設定、センターが有すべき機能など。会議は、原則的に月

２回（第２・第４火曜日の午後４時から２時間程度）開催した。 

 

※戸田市市民活動推進基本方針 

市では、『第３次総合振興計画』を策定し、「パートナーシップでつくる 人・

水・緑 輝くまち とだ」と将来像を定め、パートナーシップによるまちづ

くりを目指すこととなった。 

このため、同計画に掲げる目標の実現に向けては、「市民との協働のまちづ

くり」が必要であることから、市では自主的かつ主体的に社会貢献活動を実

施している団体・個人を支援し、市民活動を推進していくための基本方針を

策定した。 

 

【同基本方針に掲げる４つの重点施策】 

①活動拠点の整備………………ボランティア・市民活動支援センターの整備 

②情報ネットワークづくり……戸田市民活動支援サイトの構築 

③市民活動の活発化……………地域通貨の活用・助成金制度の整備等 

④協働をすすめる体制の確立…市民参加の仕組みづくり等 
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【策定経過及び策定後の具現化について】 

 

①戸田市市民活動推進検討委員会の設置 

【概要】市及び社協職員の計１０名から構成され、基本方針素案作成を行う。 

【期間】平成１３年１１月３０日～平成１４年３月２８日《６回開催》 

 

②戸田市市民活動推進懇話会の設置 

【概要】 

各種団体等の代表者、公募による市民、知識経験者１１名から構成され、

戸田市市民活動推進検討委員会で作成された基本方針素案に対する審議・検

討を行い、『戸田市市民活動推進基本方針』を策定する。 

【期間】 

平成１４年８月１日～平成１５年３月２４日《全９回開催》 

 

③戸田市市民活動推進委員会の設置 

【概要】 

各種団体等の代表者、公募による市民、知識経験者から構成し、平成１５

年３月に策定された『戸田市市民活動推進基本方針』に掲げる４つの重点施

策の具現化に向けた審議・検討を行い、本市における市民活動の推進を図る。 

【委員】 

第１期：１２名 

第２期：１４名 

【期間】 

第１期：平成１５年８月１８日～平成１７年８月１７日《全２２回開催》 

第２期：平成１７年１２年２６日～平成１９年１２月２５日《全２５回開催》 

 

【センターの開設にかかる諸概要】 

①改修床面積：１３９．１４㎡（既存の大型バス車庫の一部を事務室に改修） 

②仕   様：軽量鉄骨造 

③工 事 費：２９，４００千円 

       ※うち、７，０００千円は県補助金（個性を競う地域づくり

支援事業費補助金）の交付を受ける 

④工   期：平成１７年１１月２２日～平成１８年３月１５日 

⑤開 設 日：平成１８年７月１日 

⑥そ の 他：消防法の規定により、室内はオープンスペース形式となる。 
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２ 運営形態について 

 

支援センターは、次の３施設の機能を融合して整備を行った。本来ならば、

これらの３施設はそれぞれ別個に設置されるべきところだったが、１つの施

設に融合することにより、財政的に省力化でき、機能的な充実化が図られる

とともに、より効率的な運営ができることが期待される。 

 

①市民活動支援センター ……コミュニティ推進課（市民活動推進基本方針） 

②ボランティアプラザ ………福祉総務課（地域福祉計画） 

③ボランティアセンター ……戸田市社会福祉協議会 

 

特に、社会福祉協議会においては、先行する既存のボランティアセンター

の技術・技能を活かし、ボランティア・市民活動団体が施設を利用するにあ

たって、利用しやすい機能とすることに重点を置いた。 

このため、支援センターの運営形態については、市民・社協・市の３者に

よる共同運営方式を採用し、支援センターにおける運営方針等を審議・検討

する機関として、３者の代表者からなる『戸田市ボランティア・市民活動支

援センター運営委員会』を設置した。 

 

【設置】 

平成１８年７月１日～現在《これまで１３回開催》 

【委員】１２名： 

戸田市市民活動推進委員会の代表者、戸田市社会福祉協議会の代表者、市

（コミュニティ推進課及び福祉総務課）の代表者から構成 

【概要】 

平成１８年７月１日に開設した『戸田市ボランティア・市民活動支援セン

ター』の管理運営に関することについて審議をするため、支援センターの開

設日と同時に発足。開催頻度は、基本的には月１回。 

 

 

※支援センターにおける人員配置 

①社会福祉協議会職員 ……２名 

②サポートスタッフ ………１名（１日３名によるローテーション制） 

③サイトスタッフ …………１名（１日３名によるローテーション制） 
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３ 事業の概要について 

支援センターにおいては、次に掲げる４つの事業を実施している。 

①ボランティア活動及び市民活動に係る情報の収集及び発信に関すること。 

②ボランティア活動及び市民活動に係る講座、研修及び啓発に関すること。 

③ボランティア活動及び市民活動に係る相談に関すること。 

④その他センターの設置目的を達成するために必要な事業に関すること。 

 

支援センターの設置目的は、「市民生活の向上及び公共の福祉に資する社会

貢献活動を積極的に実施しているボランティア・市民活動の自主的かつ主体

的な活動を支援するため、市民・社協・市の３者による共同運営のもと、情

報の収集と発信ができ、交流と活動ができる拠点施設を整備する」とし、施

設的には次に掲げるスペース等を整備した。 

 

①ボランティア活動及び市民活動に係る情報の収集及び発信に関すること 

・戸田市民活動支援サイト（現支援センターホームページ）の管理運営 

・団体情報ファイルの設置 

・パソコンの設置 

・情報掲示板の設置 

・参考図書の配置 

・各種パンフレットの設置 

 

②ボランティア活動及び市民活動に係る講座、研修及び啓発に関すること 

・サポートスタッフ研修会の実施 

・サポートスタッフによる『戸田市ボランティア・市民活動支援センター１

周年記念事業』の参画 

・市民活動講演会の実施 

 

③ボランティア活動及び市民活動に係る相談に関すること 

・ボランティアコーディネート業務 

 

④その他センターの設置目的を達成するために必要な事業に関すること 

  ・活動場所の提供に伴う事務機器等の整備（会議スペースや印刷機など） 

 

※支援センターの施設内容 

①交流スペース 

②会議スペース 

③作業スペース 

④情報スペース 

⑤キッズコーナー 

⑥その他のスペース（受付コーナー、トイレ・給湯室・授乳室） 
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４ 事業の経費について 

支援センターにおける経費については、大きく２つに分類される。 

 

①戸田市社会福祉協議会が所管する事業 ………同協議会において予算措置 

②コミュニティ推進課が所管する事業 …………同課において予算措置 

 

 

 ※その他の特記事項 

・支援センター整備工事事業費       ：２９，４００，０００円 

・戸田市市民活動支援・統合サイト構築事業費： ２，３７９，３００円 

 

 

５ 利用状況について 

利用登録者数について 

 

 【支援センター利用登録】 

 平成１８年度 

(H19.3.31 現在) 

平成１９年度 

(H19.12.1 現在) 

団 体 ６０ ７２ 

個 人        ９ １１ 

合 計       ６９ ８３ 

 

 【支援センターホームページ利用登録】 

 平成１８年度 

(H19.3.31 現在) 

平成１９年度 

(H19.12.1 現在) 

団 体 ９１ ９８ 

個 人       ５７ ６２ 

合 計      １４８ １６０ 
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６ 事業による効果について 

 

ボランティア・市民活動団体が活動する上で、大変苦慮していたことの中

に、①「自らの活動をＰＲする機会や、他団体がどのような活動をしている

のかが判らない」ことと、②「資料作成や活動する場の確保が難しい」とい

う声が多く聞かれた。 

このため、拠点施設の整備にあたっては、上記の２点に配慮しながら、ハ

ード及びソフト面における整備を行い、支援センター開設後は、次のような

効果があった。 

 

①活動場所としての活用 

・団体の資料作成の場として利用されるようになった。 

・会議の場として利用されるようになった。 

 

②団体間が交流する場としての活用 

・支援センター内がオープンスペースのため、他団体との交流機会の創出に

寄与している。 

・３者の共同運営方式により、市民活動団体とボランティア団体とが同じ施

設を利用することにより、相互の認識が深まった。 

 

③コーディネート・相談窓口としての活用 

・長年にわたって、地域のボランティア活動に従事し、知識と経験のある社

協職員が配属されていることによって、適切な団体間のコーディネートや

活動における相談体制が確保できた。 

 

④統合的なボランティア・市民活動推進事業の展開 

・これまで別個に検討または実施されてきたボランティア・市民活動に関す

る事業について、各課が進んで支援センターに情報提供をする傾向が強ま

ってきた。 
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【参考資料２】都道府県が行っている NPO 課税の減免一覧 
 法人県民税均等割の減免 不動産取得税 自動車取得税 その他備考 

条件 
収益事業を 

行わない 
赤字 

減額または 
無償譲渡 

減額または 
無償譲渡  

減免期限 なし あり あり なし あり なし あり  

北海道 - - - - - - -  

青森県 ○   ○  ○   

岩手県 ○  ○ ○  ○  ○福祉サ-ビス用車両 

宮城県 
○  ○ ○    

○ナショナルトラスト 

○福祉サ-ビス用車両 

秋田県 - - - - - - -  

山形県 - - - - - - -  

福島県 - - - - - - -  

東京都 - - - - - - -  

神奈川県 - - - - - - -  

埼玉県 ○ - - - - - -  

千葉県 - - - - - - -  

栃木県  ○ ○  ○  ○  

群馬県 - - - - - - -  

山梨県  ○       

新潟県 ○  ○  ○  ○  

長野県   ○    ○ ○法人事業税 

富山県 ○  ○  ○  ○ ○福祉サ-ビス用車両 

石川県 - - - - - - -  

福井県 - - - - - - -  

愛知県 - - - - - - -  

岐阜県 ○  ○  ○  ○  

静岡県 - - - - - - -  

三重県 - - - - - - -  

大阪府 - - - - - - -  

兵庫県 - - - - - - -  

京都府 - - - - - - -  

滋賀県 - - - - - - -  

奈良県 - - - - - - -  

和歌山県 ○  ○  ○    

鳥取県 △ - - - - - - △自動車税・自動車取得税

島根県 - - △ - △ - △ 知事への申請が必要 

岡山県 - - - - - - -  

広島県 - - - - - - -  

山口県 ○    ○  ○  

徳島県 ○  ○  ○  ○  

香川県 ○  ○  ○  ○  

愛媛県 - - - - - - -  

高知県 - - - - - - -  

福岡県 - - - - - - -  

佐賀県 - - - - - - -  

長崎県 - - - - - - -  

熊本県 - - - - - - -  

大分県 - - - - - - -  

宮崎県 - - - - - - -  

鹿児島県 - - - - - - -  

沖縄県 - - - - - - -  

○･･･減免制度あり △･･･詳細不明 -･･･未確認 （2007 年 10 月時点 都道府県 HP から独自調査） 
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【参考資料３】地域通貨戸田オールの概要 

 

○地域通貨戸田オールの目的 

 地域通貨戸田オールの目指すところは、新たなコミュニティづくりや市民活動を楽し

く活発にすることです。「出会い、ふれあい、支え合い」の感謝の気持ちを仲立ちする

のが、「地域通貨戸田オール」です。善意をつなぎ、人と人をつなぎ、コミュニティを

元気にする道具として、時代とともに希薄となったコミュニティの創生の一助となりた

いとの願いが、地域通貨戸田オールには込められています。 

 

 

○地域通貨戸田オールの仕組み 

地域通貨戸田オールの循環は、まず、個人会員(市民や市民活動団体等)が、1000 円

の会費につき 1000 オールを地域通貨戸田オール運営委員会から受け取ることから始

まります。地域通貨戸田オールを受け取った個人会員は、お手伝いや地域イベント参加

のお礼にその地域通貨戸田オールを渡し、その受け取り手は、受け取った地域通貨戸田

オールを使用して、また他の人にお手伝いを依頼したり、協賛商店にて商品を購入した

り、市民活動団体の会費として使用することができます。 

 

 

○地域通貨戸田オール運営委員会 

地域通貨戸田オール運営委員会は、一市民活動団体として独自に地域通貨の運営を行

っています。その収入は、会員からの会費と広告料からなり、会員は個人会員と法人会

員からなります。 

発行部数 40,000 部の会報紙 TODA オールネットを発行しており、TODA オール

ネットでの広告掲載料が地域通貨戸田オールの自主財源となっています。なお、TODA

オールネットは、戸田市広報とあわせて配布されており、印刷費用は市から助成されて

います。 

地域通貨の換金費用は、現在地域通貨戸田オール運営委員会により 100％留保され

ていますが、地域通貨は地域経済の流通を円滑にするためのものなので、一定期間ごと

に交換しなければ価値がなくなる仕組みを有しています。 

 

 

○地域通貨戸田オール基金 

地域通貨戸田オール基金の目的は、地域通貨戸田オールを活用して実施される市民活

動等を支援し、もって市内における市民活動の活発化に寄与することです。 

この基金をもとに、市内の市民活動団体・個人等が戸田市民とともに行う社会貢献活

動に対し、対象事業の実施における地域通貨戸田オール発行経費の２分の１を限度に助

成を行っています。 

助成対象の選考は、地域通貨戸田オール運営委員会において、書類審査または面接に

よるプレゼンテーションに基づいてなされます。 
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【参考資料４】地域通貨協賛店 

 



   

 

 

 

 

 

 

 

 

委 員 名 簿 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・第１期戸田市市民活動推進委員会 

・第２期戸田市市民活動推進委員会 

・戸田市市民活動支援・統合サイト専門部会 

・戸田市市民活動拠点施設専門部会 

・戸田市民活動支援サイト部会 

・平成１８年度 戸田市ボランティア・市民活動支援センター運営委員会 

・平成１９年度 戸田市ボランティア・市民活動支援センター運営委員会 
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第 1 期戸田市市民活動推進委員会委員名簿 

 氏  名 委 嘱 区 分 推 薦 団 体 

１ ◎高 橋 邦 彦 公募による市民  

２ ○萩 原   脩 

各種団体の代表 

町会連合会 

３ 矢 部 隆 志 とだわらび青年会議所 

４ 福 嶋 貢 生 子ども会育成連合会 

５ 冨 岡 健 二 市内企業従事者 

６ 金 田 好 明 市内ＮＰＯ法人 

７ 青 塚 和 子 社会福祉協議会 

８ 吉 田 耕 輔 
 

 

 

 

公募による市民  

９ 平 塚 光 代 

10 関 口 三津子 

11 新 福 恵 子 

12 秋 元 隆 志 知識経験者 社会教育委員 

※◎は委員長、○は副委員長を表す 
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第２期戸田市市民活動推進委員会委員名簿 

 氏  名 委 嘱 区 分 推 薦 団 体 

１ ◎高 橋 邦 彦 

前戸田市市民活動 

推進委員会委員 

 

２ ○萩 原   脩 

３ 福 嶋  貢 生 

４ 冨 岡  健 二 

５ 青 塚  和 子 

６ 吉 田  耕 輔 

７ 関 口 三津子 

８ 新 福 恵 子 

９ 秋 元 隆 志 

10 矢 部 隆 志 

11 山 根   明 

各種団体等の代表

戸田市民活動支援サイト部会 

12 ○中 島 孝 雄 

地域通貨戸田オール運営委員会 

13 森   秀 夫 

14 菅 野 洋 子 知識経験者  

※◎は委員長、○は副委員長（H18.7.1～H19.5.10／萩原・H19.5.11～現在／中島）

を表す。 
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戸田市市民活動支援・統合サイト専門部会部会員名簿 

NO. 氏   名 委嘱・任命区分 所  属  等 

１ 高 橋 邦 彦 
戸田市市民活動推

進委員会の代表 
戸田市市民活動推進委員会 

２ ◎福 嶋 貢 生 

３ 山 中 邦 久 
 

 

 

 

 

公募による市民 

 

４ 水 内 啓 之 

５ ○本 郷 勝 也 

６ 山 根   明 

７ 細 井   勇 

８ 小 國 拓 也 知 識 経 験 者 都市整備部道路課 

◎は部会長、○は副部会長を表す。 

 

戸田市市民活動拠点施設専門部会部会員名簿 

NO 氏   名 委嘱・任命区分 所  属  等 

１ 萩 原    脩 

戸田市市民活動推

進委員会の代表 

 

戸田市市民活動推進委員会 ２ 青 塚  和 子 

３ ◎関 口 三津子 

４ 中 村 美津子 

戸田市地域福祉計

画の策定に携わっ

た者 

地域福祉計画策定第 3 期ワークショ

ップメンバー 
５ ○野 瀬 昌 子 

６ 福 田 典 子 

７ 佐久間 康 三 

知 識 経 験 者 

戸田市社会福祉協議会事業課 

８ 熊 木 幸 夫 都市整備部建築課 

◎は部会長、○は副部会長を表す。 
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戸田市民活動支援サイト部会部会員名簿 

NO. 氏   名 委 嘱 区 分 所  属  等 

１ ○山 中 邦 久 

支援サイトの構

築に携わった者

戸田市市民活動支援・統合サイト

専門部会 

２ 水 内 啓 之 

３ 本 郷 勝 也 

４ ◎山 根   明 

５ 細 井   勇 

６ 小 國 拓 也 

７ 高 橋 邦 彦 

８ 福 嶋 貢 生 

９ 冨 岡 健 二 

戸田市市民活動

推進委員会の代

表 

戸田市市民活動推進委員会 10 関 口 三津子 

11 青 塚 和 子 

◎は部会長、○は副部会長を表す。 
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平成１８年度 戸田市ボランティア・市民活動支援センター運営委員会委員名簿 

No. 氏 名 委嘱・任命区分 所  属  等 

１ 高 橋 邦 彦 

市民活動団体の代表 戸田市市民活動推進委員会 

２ 関 口 三津子 

３ 山 根   明 

４ 中 島 孝 雄 

５ ○森   秀 夫 

６ ◎秋 元 隆 志 
社会福祉協議会の 

代表 
副会長 

７ 佐久間 康 三 
社会福祉協議会の 

職員 
戸田市社会福祉協議会事務局 

８ 根 本 浩 伸 

９ 松 岡 尚 幹 

市の職員 

福祉部福祉総務課 

10 小 沼 利 行 

11 岡 田 至 正 

総務部コミュニティ推進課 

12 島 﨑 眞 一 

◎は委員長、○は副委員長を表す。 
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平成１９年度 戸田市ボランティア・市民活動支援センター運営委員会委員名簿 

No. 氏 名 委嘱・任命区分 所  属  等 

１ 高 橋 邦 彦 

市民活動団体の代表 戸田市市民活動推進委員会 

２ 関 口 三津子 

３ 山 根   明 

４ 中 島 孝 雄 

５ ○森   秀 夫 

６ ◎秋 元 隆 志 

７ 佐久間 康 三 
社会福祉協議会の 

職員 
戸田市社会福祉協議会事務局 

８ 根 本 浩 伸 

９ 石  川  日出男 

市の職員 

福祉部福祉総務課 

10 小 沼 利 行 

11 岡 田 至 正 

総務部コミュニティ推進課 

12 三  木  由美子 

◎は委員長、○は副委員長を表す。 

 


